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若者の
流出

地域の

活力低下

•産業の縮小

•生活サービスの縮小

•地域コミュニティの衰退

暮らし
にくい
まち

１ 基本的な考え方 

第２次茅野市地域創生総合戦略が目指すまちの姿 

○ 人口減少や、都市部等への流出による「若者」の減少は、産業の縮小や生活サービスの縮小、地

域コミュニティの担い手不足等をもたらし、まち全体の活力が低下する大きな原因となっています。 

○ 魅力ある仕事づくりや、子育てのしやすい環境づくり、便利で安全なまちづくり等、移住・定住を促

す環境をつくることで、茅野市が将来にわたって持続可能なまちであるため、 

若者に「選ばれるまち」 の実現を目指します。 

なぜ『若者に「選ばれるまち」』を目指すのか 

○ 若者がいなくなると、企業の人手不足や、スーパーやコンビニエンスストア、チェーン店が撤退するほか、

バスや鉄道、タクシー等の公共交通を始めとする生活サービスが縮小し、生活が不便になります。 

○ 一方、地域のコミュニティでは、消防団や公民館役員、保健補導員のなり手が不足し、住民の負担

も増えていくことになります。 

○ 生活が不便で、住民の負担も多い、暮らしにくいまちになると、より暮らしやすいまちを求めて、若者は

ますます都市部等へ流出してしまいます。 

○ 若者に「選ばれるまち」には、若者が流入し、経済が活性化し、生活サービスが充実し、住民の負

担も減ることで、結果的に子どもからお年寄りまで市民も暮らしやすいまちになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

若者の
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地域の

活性化

•産業の拡大

•生活サービスの拡充

•地域コミュニティの活性化

暮らし
やすい
まち

悪循環 好循環 
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第２次茅野市地域創生総合戦略の位置づけ 

本市の最上位計画である「第 5 次茅野市総合計画」を基本に、若者に「選ばれるまち」の実現に特

化した、政策横断プロジェクトとして策定します。 

 

第5次総合計画から見た茅野市総合戦略の位置づけのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２次茅野市地域創生総合戦略の構成 

「茅野市総合戦略」と「茅野市人口ビジョン（資料編）」により構成されています。 

第２次茅野市地域創生総合戦略の計画期間 

計画期間は、令和 2年度（2020 年度）から令和 6年度（2024年度）までとします。  

第 5 次茅野市総合計画 

行政経営 

茅野市地域創生総合戦略 

若者に「選ばれるまち」の実現 

保 健 ・ 医 療 ・ 福 祉 

子 育 て ・ 教 育 ・ 文 化 

環 境 ・ 市 民 生 活 

産 業 経 済 都 市 基 盤 保
健
・
医
療
・
福
祉 

子
育
て
・
教
育
・
文
化 

環
境
・
市
民
生
活 

産
業
経
済 

都
市
基
盤 
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２ 施策展開 

 テーマ 

若者に「選ばれるまち」の実現 

 現状把握 

都市部等の在住者が地方に移住するに当たっては、生活を維持するための仕事や生活を営む住まい

があることが重視されています。さらに、仕事や住まいに加えて、10・20 代、30 代では、子育て環境、生

活サービスの充実が、40代、50代では、医療・福祉環境の充実や、災害の少なさが重視されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）田園回帰」に関する調査研究報告書（平成３０年３月、総務省 地域力創造グループ 過疎対策室） 

第２章 過疎地域への移住者に対するアンケート調査 

地方へ移住する際に最も重視した条件（年齢別） 

住まい 

仕事 

医療・福祉 

生活サービス 

災害 

子育て環境 
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一方で、茅野市への転入は、仕事の都合や、茅野市の自然環境に魅力を感じたことが主な理由に

挙げられています。また、転出者からは、子育て環境の充実や災害の少なさが評価されているものの、

交通の便の悪さや、生活サービス、医療機関、住まいに不満を感じていることがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

仕事の都合（就職、転勤、転職、退職など）

あなたの学校の都合（進学、通学など）

子供の学校の都合（進学、通学など）

結婚により

家庭の都合（育児、親の介護など）

住宅の都合（広さ、設備、家賃、持ち家の取得、

親や子どもとの同居など）

自然環境のよいところに住みたかった

転入前の場所以外のところに住みたかった

全体

10・20代

30代

40代

50代

60代～

35.6%

25.9%

22.2%

9.6%

8.1%

6.7%

5.2%

4.4%

3.7%

3.0%

3.0%

1.5%

0.7%

1.5%

7.4%

17.8%

28.6%

29.4%

6.3%

7.1%

11.1%

3.2%

4.8%

4.8%

4.8%

1.6%

0.0%

4.0%

2.4%

17.5%

13.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

冬季の気温・積雪

通勤、通学等における交通の便が悪い

買い物など日常生活の便が悪い

道路、下水道等の都市基盤が整っていない

病院等の医療機関が充実していない

住宅の広さ、土地又は住宅の価格、家賃等の住宅事情…

親、子ども等の家が遠い

文化施設が整っていない

自然災害が多い

教育環境が整っていない

福祉施設又は福祉サービスが充実していない

緑が少なく自然が少ない

子どもを産み育てる環境が整っていない

治安が悪い

その他

特にない

今回[2019年](n=135)

前回[2015年](n=126)

（注）「冬季の気温・積雪」は、前回調査では回答項目として設けていなかったため、回答割合が0％となっている。

茅野市が住みにくかった理由（茅野市からの転出者向けアンケート結果） 

転入の理由（茅野市への転入者向けアンケート結果） 

 

41.3% 

16.8% 
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 基本コンセプト 

茅野市人口ビジョンを踏まえ、若者が茅野市に流入することで、経済が活性化し、生活サービスが充

実し、住民の負担が減り、結果的に子どもたちからお年寄りまで、全ての茅野市民が暮らしやすいまち

となることを目指し、若者に「選ばれるまち」を実現するための施策を展開します。 

 

○ 上記の内容を踏まえ、以下のとおり施策を展開します。 

 ・生活を維持するための仕事や生活を営む住まいの充実を図ります。 

 ・生活サービス、医療機関の充実を図ります。 

 ・子育て環境、防災対策の更なる充実を図ります。 

 ・茅野市の持つ自然環境の維持を図ります。 

 

○ 施策の展開に当たっては、以下のことを意識します。 

 ・茅野市を知り訪れ、茅野市に通い、茅野市に移り住む、人の流れを意識します。 

 ・持続可能なまちづくりの実現に向けて、SDGs（持続可能な開発目標）
※
を意識します。 

 

※SDGｓ（持続可能な開発目標）の詳細は、「【資料編①】策定関連資料４ SDGｓとは（P.43）」 に記載しています。 

施策体系 

テーマ、基本コンセプトを踏まえ、以下の基本目標及び横断的施策を設定します。 

 

○ 基本目標 
  

基本目標１ 知りたい、訪れたいまちをつくる 
 

基本目標２ 通いたい、帰りたいまちをつくる 
 

基本目標３ 移り住みたい、住み続けたいまちをつくる 
 

基本目標４ 安心して出産・子育てができるまちをつくる 
 

基本目標５ 安心・安全、快適なまちをつくる 

 

○ 横断的施策 

（１）茅野版DMO支援による新たな交流の創造 

（２）コワーキングスペースの活用による新しい働き方の創出 

（３）産学公連携「スワリカブランド」創造事業の推進による新たな産業の創出 

（４）多様な学び場の提供による子どもの豊かな生き方の創造 

（５）JR茅野駅を基点に都市部と地方を人が行き交う環流の創造 

（６）暮らしやすい未来都市・茅野の構築 
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若者に「選ばれるまち」となるための施策体系図 
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若者に「選ばれるまち」の実現に向けたフロー 
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 基本目標 

基本目標１ 知りたい、訪れたいまちをつくる 

● 茅野市の出身ではない若者に移住をしてもらうためには、まず茅野市になじみをもってもらうことが必要です。 

● その前段階として若者が茅野市を知り、訪れてもらうために、HP や SNS を活用したシティプロモーションの展開

等による都市部等への情報発信を行うとともに、訪れたくなる魅力ある観光地域づくりを行い、認知度の向上と

観光客の来訪を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
■市内観光地延利用者数 

目標（令和 6年）：3,367,000 人 
 

主な重要業績評価指標 

（KPI） 

● 茅野市観光情報サイトアクセス数  ● 蓼科エリア観光地利用者数 

● 市内観光消費額 

■施策パッケージ 

茅野市の認知向上に向けた情報発信 

・ シティプロモーションの展開による茅野市の魅力発信事業 

・ 茅野市観光情報サイト・SNS運用による情報発信事業 

・ 縄文を活用したＰＲ事業 

・ 縄文ふるさと応援団事業 

・ 縄文ふるさと大使事業 

・ フィルムコミッション推進事業 

観光の活性化に向けた環境の整備 

・ 蓼科湖周辺整備事業 

・ 御射鹿池周辺整備事業 

・ 史跡整備事業 

・ 八ヶ岳登山道整備事業 

・ 観光地廃ホテル等対策事業 

・ 観光地二次交通対策事業 

・ JR 茅野駅西口駅前広場周辺リニューアル事業 

茅野市への来訪に向けた誘客促進 

・ 地域資源を活かした旅行商品造成、拠点整備事業 

・ 小津安二郎記念・蓼科高原映画祭支援事業 

・ 交流人口・関係人口創出事業 

・ 学習協サマーキャンプ・スノーキャンプ実施事業 

 

・ 諏訪地方観光連盟との連携事業 

・ ビーナスライン沿線市町との連携事業 

・ 白樺湖活性化協議会との連携事業 

■横断的施策 

・ 茅野版 DMO支援による新たな交流の創造 

・ JR 茅野駅を基点に都市部と地方を人が行き交う環流の創造 

・ 暮らしやすい未来都市・茅野の構築 

 基本目標１  知りたい、訪れたいまちをつくる 基本目標１ 

（資料）総務省 平成 29 年度第 2回「田園回帰」に関する調査研究会 資料 2「過疎地域への移住者に対するアンケート調査結果」抜粋 

地方への移住の理由（UIJ ターン別） 
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基本目標２ 通いたい、帰りたいまちをつくる 

● 地域に関わりたいという想いが強くなり、地域との関わりが深くなることで移住・定住につながります。 

● 新たな働く場の提供や、別荘地の環境整備により、観光に来た「交流人口」以上、移住した「定住人口」未満

である「関係人口」を増やします。 

● また、茅野市出身者や、市外から茅野市へ通勤、通学する人の市内定着を目指し、地域への愛着や誇りを醸

成する取り組みを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
■ 将来は「茅野市で暮らしたい」と思う 15歳から 18歳の割合 

目標（令和 6年）：60％ 
 

主な重要業績評価指標 

（KPI） 

● コワーキングスペース売上額  ● 別荘地の水道使用量 

● 公立諏訪東京理科大学卒業生の市内創業・就業者数 

■施策パッケージ 

関係人口の増加に向けたつながりの創出 
・ 地域資源を活かした旅行商品造成、拠点整備事業 

・ コワーキングスペース活用事業 

・ 蓼科湖周辺下水道整備事業 

・ 別荘開発事業者等との連携推進事業 

・ 関係人口・交流人口創出事業 

 

地域への愛着や誇りの醸成 

・ シティプロモーションの展開による茅野市の魅力発信事業 

・ こども未来プロジェクト推進事業 

・ CHUKO らんどチノチノ運営事業 

・ 生きる力を育む特色ある学校づくり事業 

・ 「縄文科」推進事業 

・ 読りーむ in ちの活動支援事業 

・ 読書推進事業 

・ インターンシップ等促進事業 

・ 産学公連携「スワリカブランド」創造事業 

■横断的施策 

・ コワーキングスペースの活用による新しい働き方の創出 

・ 産学公連携「スワリカブランド」創造事業の推進による新たな産業の創出 

・ JR 茅野駅を基点に都市部と地方を人が行き交う環流の創造 

・ 多様な学び場の提供による子どもの豊かな生き方の創造 

 

 基本目標2  通いたい、帰りたいまちをつくる 基本目標 2 

（資料）総務省『関係人口』ポータルサイト 

関係人口とは 
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基本目標３ 移り住みたい、住み続けたいまちをつくる 

● 男女ともに 10 代後半～20 代は人口減少傾向にあります。これは、主に進学や就職が理由と考えられます。 

● 魅力ある雇用をつくることで、市外からも若者を呼び込むとともに、若者が茅野市に住み続けるよう促します。 

● 一方で、住まいの支援等を行うことで、移住を検討している人の移住を後押しする取組も併せて行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
■社会増減数（転入者数－転出者数） 

目標（令和 6年）：510人（5年累計） 
 

主な重要業績評価指標 

（KPI） 

● 新規創業者数  ● 市内事業所就業者数 

● 楽園信州ちの協議会を通じた移住・定住件数 

■施策パッケージ 

魅力ある雇用・産業の創出 
・ 中小企業振興補助制度事業 

・ 新技術・新製品研究開発支援事業 

・ 新商品開発支援事業 

・ コワーキングスペース活用事業 

・ 創業スクール事業 

・ 空き店舗等活用事業 

・ 茅野・産業振興プラザ支援事業 

・ 産学公連携「スワリカブランド」創造事業 

・ モノづくり集積地 SUWA のヒトづくりプロジェクト 

・ ＮＰＯ諏訪圏ものづくり推進機構支援事業 

就労支援と労働環境の整備 
・ 就業・創業移住支援事業 

・ 雇用促進事業 

・ インターンシップ等促進事業 

・ 就農者支援事業 

・ 農作物品目別アドバイザー制度推進事業 

・ 製造業等労務環境改善等設備促進事業 

・ ファミリー・サポート・センター事業 

・ 保育所運営事業 

・ 学童クラブ運営事業 

移住・定住情報の発信や住まいの支援 
・ 田舎暮らし楽園信州ちの協議会の活動支援を通じた 

情報発信事業 

・ 諏訪圏移住相談センター支援事業 

・ 田舎暮らし楽園信州ちの協議会ツアー事業 

・ 田舎暮らし楽園信州ちの協議会移住体験住宅事業 

 

・ サンコーポラス旭ヶ丘の入居促進・活用事業 

・ 住宅団地販売促進事業 

・ 住宅リフォーム促進事業 

■横断的施策 

・ コワーキングスペースの活用による新しい働き方の創出 

・ 産学公連携「スワリカブランド」創造事業の推進による新たな産業の創出 

・ 多様な学び場の提供による子どもの豊かな生き方の創造 

・ JR 茅野駅を基点に都市部と地方を人が行き交う環流の創造 
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H7→H12 38 △ 27 △ 156 △ 460 749 304 73 135 84 25 54 △ 9 △ 72 △ 149 △ 231 △ 342 △ 373 △ 252

H12→H17 81 △ 20 △ 143 16 709 193 159 2 △ 63 13 81 73 2 △ 99 △ 256 △ 273 △ 352 △ 249

H17→H22 △ 75 △ 36 △ 123 △ 407 △ 208 △ 98 △ 97 △ 102 △ 95 △ 115 △ 52 △ 74 △ 117 △ 203 △ 245 △ 386 △ 424 △ 186

H22→H27 △ 37 △ 31 △ 83 △ 380 113 9 △ 7 25 △ 87 △ 22 8 11 △ 38 △ 164 △ 237 △ 303 △ 473 △ 268
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2002年4月、東京理科大学
諏訪短期大学が諏訪東京理
科大学へ改組により開学

2008年リーマンショックの

人員整理あり

H17以前の水準に回復し

ていない

年齢階級別にみた人口増減の推移（男女計） 

（資料）総務省統計局「国勢調査」 

 基本目標 3  移り住みたい、住み続けたいまちをつくる 基本目標 3 
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出生数および合計特殊出生率の推移 

基本目標４ 安心して出産・子育てができるまちをつくる 

● 茅野市の合計特殊出生率は、全国平均や長野県よりも高い傾向にあります。 

● 気軽に相談ができる体制の整備や、経済的な支援等により、妊娠、出産、子育てに係る様々なハードルを下げ、

より子育てのしやすいまちとなるよう支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
■合計特殊出生率 

目標（令和 6年）：1.6 
 

主な重要業績評価指標 

（KPI） 

● 人口千人当たりの婚姻件数  ● 相談解決の割合 

● 不妊・不育症治療助成を受けた方への母子健康手帳交付率 

■施策パッケージ 

結婚・妊娠・出産の切れ目ない支援 
・ 出会いの創出事業 

・ 不妊及び不育症治療助成事業 

・ パパママ講座事業 

・ マタニティ相談事業 

・ 妊婦一般健康診査事業 

・ 産婦健康診査事業 

・ 産後ケア事業 

 

子育て世帯への経済的支援 
・ 多子世帯保育料軽減事業 

・ 私立幼稚園支援事業 

・ 遠距離通学児童・生徒通学支援事業 

・ 教育資金利子補給事業 

・ 医療費助成事業 

安心して子育てができる環境の整備 
・ 赤ちゃん訪問事業 

・ 乳幼児検診事業 

・ 赤ちゃん相談事業 

・ 育児相談事業 

・ 子ども家庭総合支援拠点事業 

・ 母子に関する相談及び支援事業 

・ 発達障害等相談支援事業 

・ 子育ち・親育ち支援等講座事業 

・ 0123 広場運営事業 

・ 地区こども館運営事業 

・ 保育園を拠点とする地域子育て支援事業 

・ 幼保小連携教育推進事業 

・ 小中一貫教育推進事業 

 

■横断的施策 

・ 多様な学び場の提供による子どもの豊かな生き方の創造 

  

 基本目標４  安心して出産・子育てができるまちをつくる 基本目標４ 
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茅野市の出生数（人、右目盛） 茅野市の合計特殊出生率

長野県の合計特殊出生率 全国の合計特殊出生率

（資料）茅野市HP「平成29年期間合計特殊出生率」

（注）出生数：厚生労働省「人口動態統計」の母の年齢（5 歳階級）別出生数、女性人口：住民基本台帳の年齢（5歳階級）別日本人女性人口

（各年10 月1 日時点）を用いて算出
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基本目標５ 安心・安全、快適なまちをつくる 

● 若者から「選ばれるまち」となるためには、「仕事」、「住まい」に加えて、「生活サービス」や「医療・福祉環境」、

「交通」等の日々の暮らしやすさが充実していることも必要です。 

● 災害の少ない地域であることも重要視されており、安心・安全なまちづくりを進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
■茅野市の行政サービスの満足度 

目標（令和 6年）：50％ 
 

■施策パッケージ 

暮らしやすい環境の整備・充足 
・ 公共交通確保維持改善事業 

・ JR 茅野駅西口駅前広場周辺リニューアル事業 

・ 地域ポイント制活用事業 

 
 

人と人が支え合う安全なまちをつくる 
・ 地域共生社会の構築に向けた包括的支援事業 

・ 住民参加型有償サービス支援事業 

・ 自主防災組織活動支援事業 

・ 消防団活動支援事業 

・ 避難行動要支援者支援事業 

・ 防災情報システム構築事業 

■横断的施策 

・ JR 茅野駅を基点に都市部と地方を人が行き交う環流の創造 

・ 暮らしやすい未来都市・茅野の構築 

  

地方に移住する際に最も重視した条件（年齢別） 

基本目標５ 安心・安全、快適なまちをつくる 基本目標５ 

 
 

（資料）総務省平成 29 年度第 2回「田園回帰」に関する調査研究会 資料 2「過疎地域への移住者に対するアンケート調査結果」抜粋 
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 横断的施策 

5 つの基本目標の達成に向けて、横断的に取り組む施策は次のとおりです。 

 

（１）茅野版ＤＭＯ支援による新たな交流の創造 

   ○茅野市ならではの観光資源を活かした体験交流プログラムや地域との交流拠点の設置等を行うこ

とで、都市部等の若者をはじめとする新たな観光客層が茅野市を知り、訪れることを目指します。 

○地域住民が、体験交流プログラムの担い手となることで、観光客との交流を促し、通いたいまちとな

ることを目指します。 

 

（２）コワーキングスペースの活用による新しい働き方の創出 

   ○学生・企業・地元住民・別荘利用者等、市内外の様々な人々の交流、協働や、起業・創業・就

業を促すことで、新たな働き方の創出を目指します。 

○コワーキング、テレワーク等の新たなワークスタイルを実現できる環境を整備することで、市外の人が

茅野市で働くために通うことを目指します。 

 

（３）産学公連携「スワリカブランド」創造事業の推進による新たな産業の創出 

○公立諏訪東京理科大学を中心として、高度なものづくり技術と最先端の IoT 通信技術を融合さ

せた、茅野発の新たな産業の創出を目指します。 

○大学生が地域と関わることで、茅野市に住み続けることを目指します。 

 

（４）多様な学び場の提供による子どもの豊かな生き方の創造 

○子どもたちの様々な興味・関心を引き出すことができ、また、力を発揮していくきっかけとなる学びの

場を提供することで、子どもたちが自らの豊かな生き方を茅野市で見つけ、茅野市に住み続けると

ともに、茅野市を離れても郷土を想い、生きていくことを目指します。 

〇個性や得意分野を活かし働くことができるような雇用を創出することで、新たな産業を生み出すとと

もに、茅野市の子どもが茅野市に住み続けることを目指します。 

 

（５）JR茅野駅を基点に都市部と地方を人が行き交う環流の創造 

   ○市内のみならず諏訪地域、上伊那地域、さらには首都圏、中京圏までを含めた交通をつなぐ拠点

として、また、おもてなしとホスピタリティのあふれる茅野市の玄関口として JR 茅野駅を整備すること

で、観光客等が訪れ、通い、移り住むことを目指します。 

 

（６）暮らしやすい未来都市・茅野の構築 

○未来に目を向け、日々進歩する先端の技術を活用することで、市民目線で暮らしやすいまちの構

築に向けて思い切った取組を展開します。 

 

 

 

 

○新たな技術が地域内に持ち込まれることで、付加価値の高い新たな産業と雇用の創出を目指し

ます。 

基本目標

1 

基本目標

2 

基本目標

3 

基本目標

4 

基本目標

3 

基本目標

5 

基本目標

1 

基本目標

3 

基本目標

2 

基本目標

3 

基本目標

2 

基本目標

5 

基本目標

1 

基本目標

3 

基本目標

2 

基本目標

2 

高齢者のみならず、学生、観光客、別荘利用者等の様々なニーズに応え、いつでも行きたい

場所に行ける交通システムの構築や、日々生活するだけで健康になれるような予防治療の仕

組みの構築といった、住んでよかったと誇りに思える暮らしやすいまちを構築するための新たなサ

ービスの展開 
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基本目標・横断的施策を取り入れた 

若者に「選ばれるまち」のイメージ図 
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３ 具体的施策 

基本目標１ 知りたい、訪れたいまちをつくる 

 

■この目標が目指すフェーズ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■基本的な方向  

● 茅野市が若者に「選ばれるまち」となるためには、まず茅野市のことを知ってもらうことが必要です。茅

野市を多くの人が知り、来訪を促すため、戦略的な情報発信を行うことで茅野市の認知向上につな

げます。 

● 茅野市を知った人が魅力を感じ、訪れたくなるような観光施設等のハード整備を行います。また、訪

れた人が市内観光地等へスムーズに移動できる二次交通、三次交通を確保するなど、来訪者を受

け入れるための環境整備を通じた魅力ある観光地域づくりを実現し、観光の活性化につなげます。 

● 茅野版 DMO（（一社）ちの観光まちづくり推進機構）と連携し、地域資源を活かした、魅力ある

観光地域づくりを行うことで、多くの観光客の来訪を促します。 

 

 

■数値目標  

指標名 現状値 目標値（令和 6 年） 

市内観光地延利用者数 3,301,500 人 3,367,000 人 

 

  

 基本目標１  知りたい、訪れたいまちをつくる 基本目標１ 
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茅野市の認知向上に向けた情報発信 

シティプロモーションの展開により、茅野市観光情報サイト「茅野観光ナビ」や「ちの旅」等の HP、

SNS を戦略的に活用し、茅野市の魅力を国内外に広く発信することで、茅野市の認知向上につ

なげます。 

また、茅野市民や茅野市に縁のある著名人に、茅野市の魅力を PR していただくことで、人と人

とのつながりにより、ピンポイントに茅野市のことを知るきっかけをつくります。 

併せて、諏訪圏フィルムコミッションが中心に進めている映画等の撮影や、諏訪地域でロケが行わ

れた作品の公開に協力することで、茅野市の存在を全国的に広めます。 

事 業 の 内 容 

■HP や SNS における情報発信 

・ シティプロモーションの展開による茅野市の魅力発信事業 

・ 茅野市観光情報サイト・SNS運用による情報発信事業 

・ 縄文を活用したＰＲ事業 

■茅野市内外の人による茅野市の情報発信 

・ 縄文ふるさと応援団事業 

・ 縄文ふるさと大使事業 

■フィルムコミッションの推進による情報発信 

・ フィルムコミッション推進事業 

 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

茅野市観光情報サイトアクセス数 810,000 件 1,000,000 件 

茅野市公式 SNS リーチ件数 108,864 件 587,645 件 

担当部署 

観光まちづくり推進課 

文化財課 

地域戦略課 
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観光の活性化に向けた環境整備 

市内観光の活性に向けては、来訪者が快適に観光施設を利用できるハード面の整備を行い、

来訪者の満足度を高めることも必要です。市内の観光施設等を整備し、魅力ある観光地域づくり

を進めるとともに、観光地へのアクセスの確保に向けて二次交通の対策を進めます。 

事 業 の 内 容 

■市内観光拠点施設等の整備 

・ 蓼科湖周辺整備事業 

・ 御射鹿池周辺整備事業 

・ 史跡整備事業 

・ 八ヶ岳登山道整備事業 

・ 観光地廃ホテル等対策事業 

・ 観光地二次交通対策事業 

・ ＪＲ茅野駅西口駅前広場周辺リニューアル事業 

 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

蓼科エリア観光地利用者数 1,495,100 人 1,540,000 人 

尖石縄文考古館来館者数 56,953 人 65,000 人 

担当部署 

観光まちづくり推進課 

文化財課 

都市計画課 
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茅野市への来訪に向けた誘客促進 

（一社）ちの観光まちづくり推進機構と連携し、八ヶ岳に育まれた豊かな自然環境や、縄文、

小津映画を始めとする歴史・文化等、この地域ならではの魅力ある地域資源を活かした旅行商品

を造成することで、誘客につなげます。 

また、諏訪圏域、ビーナスライン、白樺湖といった共通するテーマ性やストーリー性を持った観光

地について、行政の枠を超えて広域に連携、協力し、一元的な誘客に取り組みます。 

一方、学習旅行の誘致により、茅野市を訪れた子ども達が大人になってから再び茅野市を訪れ

るきっけかを作り、将来的な来訪者の獲得につなげます。 

事 業 の 内 容 

■地域資源を活かした誘客の促進 

・ 地域資源を活かした旅行商品造成、拠点整備事業 

・ 小津安二郎記念・蓼科高原映画祭支援事業 

・ 交流人口・関係人口創出事業 

■学習旅行の誘致による誘客の促進 

・ 学習協サマーキャンプ・スノーキャンプ実施事業 

■広域観光連携の推進 

・ 諏訪地方観光連盟との連携事業 

・ ビーナスライン沿線市町との連携事業 

・ 白樺湖活性化協議会との連携事業 

 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

市内観光消費額 1,046,730 万円 1,067,600 万円 

担当部署 
観光まちづくり推進課 

文化財課 
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基本目標２ 通いたい、帰りたいまちをつくる 

 

■この目標が目指すフェーズ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■基本的な方向  

● 来訪者が茅野市に通うためには、この地域の人や暮らしと関わりを持ち、そのつながりが目的となること

で、より深く地域と関わりたいという想いを喚起することが必要です。 

● 暮らすような旅を通じた、地域住民と来訪者との交流や、市内外のコワーキングスペース利用者同士

の交流も新たなつながりを生み出します。 

● 環境整備により別荘地の魅力を向上することで、新たな別荘所有者の獲得につなげ、別荘を通じた

新たなつながりを生み出します。 

● 茅野市出身者がいずれ茅野市に帰ってきたいと思えるように、郷土愛の醸成や、理科大生の定着に

向けた起業・創業等の支援を行い、茅野市とつながり続けることを目指します。 

 

 

■数値目標  

指標名 現状値 目標値（令和 6 年） 

将来は茅野市で暮らしたい」と思う

15 歳～18 歳の割合 
36.7% 60% 

 

  

 基本目標2  通いたい、帰りたいまちをつくる 基本目標2 



 
22 

 

 

関係人口の増加に向けたつながりの創出 

地域の人と関わりながら茅野市の自然環境や歴史・文化を体験できる、まさに暮らすように旅が

できる旅行商品の造成を行うとともに、地域の人と関わることができる観光拠点の整備を進め、観光

を通じた、地域住民と来訪者との交流を生み出します。 

一方、ICT の進展により、テレワークやリモートワーク等、場所に縛られない新しい働き方を行う人

たちが増えてきています。コワーキングスペース「ワークラボ八ヶ岳」を拠点に新しい働き方を実現できる

場を提供することで、茅野市とつながる人を増やすとともに、コワーキングスペース利用者同士の新た

な人と人との交流を生み出します。 

また、茅野市は、その豊かな自然環境により、古くから別荘地としてにぎわってきました。別荘地周

辺の環境整備を進めるとともに、別荘開発事業者等と連携し別荘利用者が楽しめるプログラム等を

提供することで、別荘地の魅力をさらに高め、二地域居住地として選ばれる別荘地となることを目指

します。 

事 業 の 内 容 

■交流拠点の整備 

・ 地域資源を活かした旅行商品造成、拠点整備事業 

・ コワーキングスペース活用事業 

■別荘地周辺の魅力向上による別荘の利用促進 

・ 蓼科湖周辺下水道整備事業 

・ 別荘開発事業者等との連携推進事業 

■関係人口の増加に向けた魅力の創出 

・ 交流人口・関係人口創出事業 

 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

コワーキングスペース売上額 7,476 千円 8,200 千円 

別荘地の水道使用量 262,925 立方メートル 285,000 立方メートル 

担当部署 

観光まちづくり推進課 

商工課 

水道課 
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地域への愛着や誇りの醸成 

茅野市の若者が増えるためには、高校・大学等への進学や就職等で一旦茅野市を離れても、

いずれ茅野市に帰ってきてくれることも必要です。子ども達がまちづくりに主体的に参加する機会の

提供や、中高生の居場所となる施設の設置、茅野市の地域資源を活かした教育等により、地域

を知り、地域の人とつながることを通して、地域への愛着や誇りを醸成し、若者の U ターンにつなげ

ます。 

一方で、公立諏訪東京理科大学には市外の学生が多く在籍しています。学生が学び、暮らす

この地域で、キャリアデザイン力を身につけるとともに、地域への愛着を醸成し、最終的に起業・創

業・就業のいずれかの形で市内への定着を促します。 

事 業 の 内 容 

■郷土愛の醸成による茅野市出身者のUターン促進 

・ シティプロモーションの展開による茅野市の魅力発信事業 

・ こども未来プロジェクト推進事業 

・ CHUKO らんどチノチノ運営事業 

・ 生きる力を育む特色ある学校づくり事業 

・ 「縄文科」推進事業 

・ 読りーむ in ちの活動支援事業 

・ 読書推進事業 

■公立諏訪理科大学大学学生の定着促進 

・ インターンシップ等促進事業 

・ 産学公連携「スワリカブランド」創造事業 

 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

CHUKO らんどチノチノ利用者数 13,909 人 17,000 人 

公立諏訪東京理科大学卒業生の 
市内創業・就業者数 

10 人 20 人 

担当部署 

地域戦略課 

学校教育課 

こども課 

生涯学習課 

商工課 
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基本目標３ 移り住みたい、住み続けたいまちをつくる 

 

■この目標が目指すフェーズ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■基本的な方向  

● 若者に「選ばれるまち」となり、移住・定住を促すためには、その人が働きたいと思えるような魅力ある

「仕事」や茅野市で暮らすための「住まい」、そして茅野市の「情報」が必要です。 

● 企業の設備投資、研究開発や、創業支援を通じて魅力ある雇用を生み出すことで、若者が仕事に

対し多くの選択肢を持てるような環境をつくるとともに、産業間等の連携による付加価値の高い雇用

創出と産業の新陳代謝の促進を促します。 

● 子育て中の女性や就農希望者等の就労支援や、労務環境の整備を促すことで、誰もが働きやすい

環境の整備を進めます。 

● 関係団体との連携により、移住・定住相談窓口の設置や一元的な情報発信を行うことで、若者に

移住候補地として茅野市を選んでいただくとともに、移住者や若者の「住まい」の確保に対する支援を

行います。 

 

 

■数値目標  

指標名 現状値 目標値（令和 6 年） 

社会増減数 

（転入者数－転出者数） 
115 人（5年累計） 510 人（5年累計） 

 

  

 基本目標 3  移り住みたい、住み続けたいまちをつくる 基本目標3 
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 魅力ある雇用・産業の創出 

市内中小企業者等が行う工場新設・増設等の設備投資や、新技術・新製品の研究開発、

茅野市の地域資源を活かした商品開発への支援を通じて、若者にとって魅力のある新たな雇用や

産業の創出を促します。 

意欲ある起業・創業希望者に対するコワーキングスペース等におけるワンストップ型の支援や、空

き店舗等を活用して新たに出店する事業者に対する支援を通じて、新規事業者による新たな雇

用を生み出します。 

また、茅野・産業振興プラザの機能強化による産業間連携を促すとともに、公立諏訪東京理科

大学と連携し、最先端の IoT 通信技術の活用を通じた産学公連携体制をブランド化することで、

付加価値の高い雇用の創出と産業の新陳代謝を促します。 

事 業 の 内 容 

■既存企業の支援による新たな産業と雇用の創出 

・ 中小企業振興補助制度事業 

・ 新技術・新製品研究開発支援事業 

・ 新商品開発支援事業 

・ 製造業等労務環境改善等設備促進事業 

■創業支援による多様な就労環境の創出 

・ コワーキングスペース活用事業 

・ 創業スクール事業 

・ 空き店舗等活用事業 

■付加価値の高い雇用の創出と産業の新陳代謝の促進 

・ 茅野・産業振興プラザ支援事業 

・ 産学公連携「スワリカブランド」創造事業 

・ モノづくり集積地 SUWAのヒトづくりプロジェクト 

・ ＮＰＯ諏訪圏ものづくり推進機構支援事業 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

設備投資促進支援件数 23 件 24 件 

新規創業者数 19 人（5年平均） 20 人（5年平均） 

市内製造業従業者数 8,932 人 8,932 人 

担当部署 商工課 
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 就労支援と労働環境の整備 

市内での就業や創業の希望者に対する支援を行うことで市外からの就労を呼び込むとともに、

子育て中の女性や障害者等を雇用した企業に対する支援を行い、多様な人材が就労しやすい環

境をつくります。 

また、茅野市独自の制度である品目別アドバイザー制度を活用し、就農に関する具体的なアド

バイスや、市内で活躍している新規就農者の状況を伝えることで、就農希望者が就農しやすい環

境をつくります。 

一方で、市内製造業等の中小企業者が行う労務環境の整備を支援することで、誰もが働きや

すい環境の整備を促します。 

併せて、ファミリー・サポートによる相互援助の子育て支援や、安心して子どもを預けられる学童ク

ラブ、保育所の運営等、子育てをしながら働くことができる環境を整えます。 

事 業 の 内 容 

■多様な人材が就労しやすい環境整備 

・ 就業・創業移住支援事業 

・ 雇用促進事業 

・ インターンシップ等促進事業 

・ 就農者支援事業 

・ 農作物品目別アドバイザー制度推進事業 

■誰もが働きやすい労働環境整備 

・ 製造業等労務環境改善等設備促進事業 

■子育てをしながら働くことのできる環境整備 

・ ファミリー・サポート・センター事業 

・ 保育所運営事業 

・ 学童クラブ運営事業 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

市内事業所就業者数 25,435 人 25,435 人 

新規就農者数 18 人（5年累計） 25 人（5年累計） 

待機児童数 0 人 0 人 

担当部署 

商工課 

農林課 

こども課 

学校教育課 

幼児教育課 



 
28 

 

 

 移住・定住情報の発信や住まいの支援 

田舎暮らし楽園信州ちの協議会や諏訪圏移住相談センターよる、移住・定住に関するワンストッ

プ相談窓口の設置・運営や、ホームページ・SNS を活用した移住・定住の一元的な情報発信、イ

ベントの開催等を支援し、若者の移住候補地として選ばれる茅野市を目指します。 

茅野市での生活を安価に体験できる移住体験住宅の提供を行うとともに、サンコーポラス旭ヶ丘

への入居や住宅団地に住宅を新築する新婚世帯・子育て世帯への支援や、移住者への住宅リフォ

ームの補助を行うことで、若者のニーズに合った「住まい」の確保を支援し、移住・定住の促進につな

げます。 

事 業 の 内 容 

■移住・定住に関する窓口の設置や情報発信 

・ 田舎暮らし楽園信州ちの協議会の活動支援を通じた情報発信事業 

・ 諏訪圏移住相談センター支援事業 

・ 田舎暮らし楽園信州ちの協議会ツアー事業 

■移住希望者に対する住まい等の支援 

・ 田舎暮らし楽園信州ちの協議会移住体験住宅事業 

・ サンコーポラス旭ヶ丘の入居促進・活用事業 
・ 住宅団地販売促進事業 
・ 住宅リフォーム促進事業 

 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

田舎暮らし楽園信州ちの協議会を通じた移住・

定住件数 
52 件（7件） 52 件（10件） 

住宅政策に係る支援を受けた移住・定住世帯数 93 世帯 140 世帯（85世帯） 

担当部署 
観光まちづくり推進課 

都市計画課 

（ ）内は、15歳以上 45歳未満の数値 
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基本目標４ 安心して出産・子育てができるまちをつくる 

 

■この目標が目指すフェーズ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■基本的な方向  

● 若者に「選ばれるまち」となるためには、安心して妊娠、出産、子育てができるまちであることが必要で

す。 

● 出会いの場の創出による婚活支援を行います。そして、妊娠・出産に向けた母子の健康に関わる事

業の充実、経済的な支援によって、結婚・妊娠・出産・子育てまでを切れ目なく支援します。 

● 妊娠、出産、子育てに関して気軽に相談できる体制の整備を行うとともに、親同士の交流のきっかけ

をつくることで、子育てに向き合う仲間づくりを促し、子育ての不安を軽減します。 

● 子育て世帯への経済的支援を行うことで、子育ての不安を取り除き、誰もが子育てに希望を持てる

環境をつくります。 

 

 

■数値目標  

指標名 現状値 目標値（令和 6 年） 

合計特殊出生率 1.6 1.6 

 

  

 基本目標４  安心して出産・子育てができるまちをつくる 基本目標４ 
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 結婚・妊娠・出産の切れ目ない支援 

あえて顔の見えない交換日記を活用して市内男性と市外の女性を結びつける、新たな形の婚

活支援事業を実施します。 

不妊症等に悩む夫婦に対する治療費の助成、出産までの身体の変化や今後の支援等につい

て事前に知ることができるパパママ講座、出産後の育児に対する不安への対応や育児方法の習得

のために、産科への宿泊や相談ができる産後ケアの環境を整える等、結婚から妊娠、出産、産後

まで切れ目のない支援を行うことで、安心して子どもを産み、育てられる環境をつくります。 

事 業 の 内 容 

■結婚・妊娠・出産支援 

・ 出会いの場の創出事業 

・ 不妊及び不育症治療助成事業 

・ パパママ講座事業 

・ マタニティ相談事業 

・ 妊婦一般健康診査事業 

・ 産婦健康診査事業 

・ 産後ケア事業 

 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

人口千人当たりの婚姻件数 5.8 件 7 件 

不妊・不育症治療助成を受けた方への

母子健康手帳交付率 
44％ 50% 

担当部署 
地域戦略課 

健康づくり推進課 
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 安心して子育てができる環境の整備 

赤ちゃん訪問、乳幼児健診、赤ちゃん相談、地区での育児相談等、身近な場で相談支援が

受けられる環境を整えます。また、子育てに関する総合的な窓口である子ども家庭総合支援拠点

「育ちあいちの」等、出産、子育てに関して気軽に相談できる体制整備を行うことで、出産、子育て

の不安を軽減し、産みたい、育てたいという意識の高揚を図ります。 

子育て支援講座や、ＮＰ（ノーバディーズ・パーフェクト）プログラム講座等の実施により、親

が、子育ての知識、子どもとの関わり方を学ぶとともに、0123 広場や地区こども館といった、親子が

いつでも自由に集える場、親子のふれあいの場を整備することで、親同士の交流のきっかけをつく

り、子育ての悩みを共有し励ましあえる仲間づくりを促し、子育ての不安を軽減します。 

また、幼保小連携教育、小中一貫教育を推進する中で、子ども達の「生きる力」を育てます。 

事 業 の 内 容 

■相談・訪問体制の充実 

・ 赤ちゃん訪問事業 

・ 乳幼児検診事業 

・ 赤ちゃん相談事業 

・ 育児相談事業 

・ 子ども家庭総合支援拠点事業 

・ 母子に関する相談及び支援事業 

・ 発達障害等相談支援事業 

■子育ての仲間づくりの促進 

・ 子育ち・親育ち支援等講座事業 

・ 0123 広場運営事業 

・ 地区こども館運営事業 

・ 保育園を拠点とする地域子育て支援事業 

■一貫した教育の推進 

・ 幼保小連携教育推進事業 

・ 小中一貫教育推進事業 
 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

育てにくさを感じたとき対処できる親の割合 77.7％ 85.0％ 

相談解決の割合 100％ 100％ 

担当部署 

健康づくり推進課 

保健福祉サービスセンター 

幼児教育課 

こども課 

学校教育課 
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 子育て世帯への経済的支援 

多子世帯の保育料や、私立幼稚園の授業料、子どもの医療費等に対し支援を行うことで、子

育て世帯の経済的負担を軽減し、誰もが子育てに希望が持てる環境をつくります。 

事 業 の 内 容 

■保育料・医療費等子育て世帯への経済的支援 

・ 多子世帯保育料軽減事業 

・ 私立幼稚園支援事業 

・ 遠距離通学児童・生徒通学支援事業 

・ 教育資金利子補給事業 

・ 医療費助成事業 

 

重要要素評価指標（KPI） 現状値 数値目標（令和6年） 

こどもと家庭の支援、応援の充実の満足度 3.24 4.0 

担当部署 

幼児教育課 

学校教育課 

地域戦略課 

高齢者・保険課 
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基本目標５ 安心・安全、快適なまちをつくる 

 

■この目標が目指すフェーズ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■基本的な方向  

● 若者に「選ばれるまち」となるためには、交通等の「生活サービス」や、「医療・福祉」が充実し、ＡＩ・

ＩｏＴ技術も活用した便利で快適なまちであることが必要です。また、近年、大きな震災や台風によ

る被害の発生もあり、災害に強い地域であることも求められています。 

● 都市部とのアクセスも含めた「交通」の充実や、将来を見据え、先端技術も活用しながら、市民の利

便性向上を図り、便利で快適なまちづくりを進めます。 

● 関係機関と連携した地域医療の充実や、地域コミュニティも含めた地域における防災機能の充実に

より、地域で支え合える安心・安全なまちづくりを進めます。 

 

 

■数値目標  

指標名 現状値 目標値（令和 6 年） 

茅野市の行政サービス全般に対する

満足度 
42.9％ 50％ 

 

  

 基本目標５  安心・安全、快適なまちをつくる 基本目標５ 



 
34 

 

 

 暮らしやすい環境の整備・充足 

利用者のニーズに合った交通手段の確保や、茅野市の玄関口である JR 茅野駅西口リニューア

ルにより都市部等と地方をつなぐ広域的な交通結節点としての機能強化を行います。また、地域

ポイント制の活用については、市民等のニーズを把握しつつ、構築を検討します。 

事 業 の 内 容 

■暮らしを支える基礎となる環境の整備・充足 

・ 公共交通確保維持改善事業 

・ ＪＲ茅野駅西口駅前広場周辺リニューアル事業 

・ 地域ポイント制活用事業 

 

担当部署 
都市計画課 

地域戦略課 
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 地域で支え合う安心・安全なまちをつくる 

諏訪中央病院、保健福祉サービスセンター等、地域医療の拠点が連携した包括的な「医療・

福祉」の支援、サービス体制を構築します。また、病院、買い物等への住民参加型福祉サービスに

対する支援により、地域で支え合うまちづくりを進めます。 

また、自主防災組織が実施する防災訓練や、消防団の活動等、地域の防災活動に対する支

援を行うとともに、災害情報をインターネット上で共有する防災情報システムの構築等、防災機能

を強化し、地域コミュニティも含めた支え合いによる安心・安全なまちづくりを進めます。 

事 業 の 内 容 

■地域医療・福祉体制の充実 

・ 地域共生社会の構築に向けた包括的支援事業 

・ 住民参加型有償サービス支援事業 

■防災機能の充実 

・ 自主防災組織活動支援事業 

・ 消防団活動支援事業 

・ 避難行動要支援者支援事業 

・ 防災情報システム構築事業 

 

担当部署 

地域福祉課 

防災課 

消防課 
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【資料編①】策定関連資料 
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１ 第 2次茅野市地域創生総合戦略 策定方針 

令和 2年 2月 3日策定 

（１） 趣旨 

 国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2018 改訂版）」（平成 30 年 12 月 21 日閣議決定）にお

いて、2019 年度は、第 1期「総合戦略」の最終年にあたることから、第 1 期の総仕上げに取り組むととも

に、現在と将来の社会的変化を見据え、地方創生の新たな展開としての飛躍に向け、第 2 期「総合戦

略」策定の準備を開始することが位置付けられています。 

本市の第 1 次茅野市地域創生総合戦略においても 2019 年度が最終年にあたり、国の考え方に基

づき、本市における地方創生の取組を 2020 年度以降も継続するため、第 2 次茅野市地域創生総合

戦略を策定します。 

 

（２） 策定内容 

① 第 2次茅野市総合戦略 

茅野市人口ビジョンを踏まえ、茅野市が若者に「選ばれるまち」となるための施策展開をまとめます。 

 

② 第 2次茅野市人口ビジョン 

茅野市における人口の現状を分析し、様々な仮定の下での将来人口推計を行い、今後目指すべき

将来の方向と人口の将来展望を提示する。 

 

（３） 第 2 次茅野市総合戦略の策定方針 

① 基本方針 

・第 1 次茅野市総合戦略の考え方、結果を踏まえながらも、若者の減少という大きな課題の克服に向

けて、茅野市独自の総合戦略となるよう策定を行います。 

・市民に向けた、市民が分かりやすい計画として策定します。 

・都市部等から若者の流入を促すため、施策展開に当たっては、人の流れを呼び込むフェーズを意識し

ます。 

・茅野市地域創生総合戦略は、第 5 次茅野市総合計画の政策横断プロジェクトに位置付けられてい

るため、総合計画における基本政策と、それを構成する基本計画（分野別計画）の枠組みや施策、

事業、重要業績評価指標（ＫＰＩ）等との整合性を図ります。 

・国の地方創生における SDGs 推進に向けた動きを踏まえ、SDGs に関連した取組を明記するとともに、

関連した施策や事業の実施を検討します。 

 



 

 
39 

② 策定体制及び進め方 

・産官学金労言の関係者から構成される茅野市地域創生総合戦略進行管理有識者会議を、茅野

市地域創生総合戦略有識者会議（以下、「有識者会議」と言います。）とし、進行管理と策定を行

う組織とします。 

・有識者会議では、まず第1次茅野市総合戦略の進行管理を行い、その結果を踏まえて第2次茅野

市総合戦略の策定を行います。 

・有識者会議における検討、議論を基に、庁内関係課への策定案の作成依頼を行います。 

・作成された策定案は事務局の地域戦略課が取りまとめ、有識者会議に提示し検討、議論を行います。 

・最終案は地域経営会議及び議会全員協議会で報告します。 

③ 市民ニーズの把握 

第 2 次茅野市地域創生総合戦略の策定に当たっては、より多くの市民の皆さんのニーズを把握し、そ

れを総合戦略の中に反映する必要があります。そのため、以下のような手法により、できるだけ多くの方から

地方創生に向けた意見等をいただくものとします。 

ア 市民アンケートの実施 

市民ニーズを把握するため、次のようなアンケートを実施します。 

・20～30歳代を対象とした結婚・妊娠・出産・子育てに関するアンケート 

・転入者・転出者に対するアンケート 

・学生（中高生）に対するアンケート 

・公立諏訪東京理科大学の学生に対するアンケート 

イ パブリックコメントの実施 

上記アンケートに加え、パブリックコメントを実施します。 

 

（４） 策定組織 

① 茅野市地域創生総合戦略策定委員会 

企画部長を委員長、茅野市版総合戦略策定に関係する主な課の課長を委員とし、構成します。

茅野市地域創生総合戦略の策定に向けた検討、調整等を行います。 

 

② 事務局 

   第 2 次茅野市地域創生総合戦略の策定に当たっては、地域戦略課を事務局とします。 
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２ 策定の経過 

（1） 茅野市地域創生総合戦略策定委員会 

回 開催日 協議事項 

第 1回 令和元年 9月 24 日（火） 

・策定法変更に至った経過について 

・第 2 次総合戦略策定方針案について 

・茅野市スーパーシティ構想案について 

・スケジュールについて 

第 2 回 令和 2年 2月 7日（金） 
・数値目標・KPI の設定について 

・事業推進、進行管理の考え方について 

（2） 茅野市地域創生総合戦略有識者会議 

回 開催日時・会場 協議事項 

第 1回 

令和元年 7月 22 日（月） 

午前 10 時から正午 

茅野市役所 8 階大ホール 

・第 1 次茅野市地域創生総合戦略の進行管理について 

・第 2 次茅野市地域創生総合戦略の策定方針、策定スケ

ジュール、第 2次茅野市人口ビジョン（初版）について 

第 2 回 

令和元年 8月 19 日（月） 

午前 10 時から正午 

茅野市役所 8 階大ホール 

・第 1 次総合戦略の進行管理について 

・第 2 次茅野市人口ビジョン（アンケート結果）について 

・地方創生推進交付金対象事業の実績等について 

第 3 回 

令和元年 10 月 15 日（火） 

午前 10 時から正午 

茅野市役所 8 階大ホール 

・第 1次茅野市地域創生総合戦略の総括及び第 2次茅野

市地域創生総合戦略の方向性について 

・第 2 次茅野市地域創生総合戦略の策定方針、策定スケ

ジュールについて（第 2版） 

・第 2 次茅野市総合戦略及び茅野・未来都市構想（仮）

の枠組みについて 

第 4 回 

令和元年 11 月 18 日（月） 

午前 10 時から正午 

市民活動センター「ゆいわーく茅野」 

・第 2 次総合戦略に位置づける事業及び数値目標・KPI の

素案について 

第 5 回 

令和元年 12 月 16 日（月） 

午前 10 時から正午 

茅野市役所 8 階大ホール 

・第 2 次総合戦略に位置づける事業及び数値目標・KPI に

ついて 

第 6 回 

令和 2年 2月 3日（月） 

午後 1時 30 分から午後 3 時 

茅野市役所 8 階大ホール 

・第 2 次総合戦略（素案）の抜本的な見直しについて 

・今後のスケジュールについて 

第 7 回 

令和 2年 2月 26 日（水） 

午後 6時 30 分から午後 8 時 

茅野市役所 8 階大ホール 

 

第 8 回 

令和 2年 2月 26 日（水） 

午後 6時 30 分から午後 8 時 

茅野市役所 8 階大ホール 
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３ 茅野市地域創生総合戦略有識者会議 

（１） 委員名簿 

    氏名 所属等 

1 

産 

高村 志保 茅野商工会議所女性会副会長（商業分野） 

2 百瀬 真希 茅野商工会議所（工業分野） 

3 米川 岳樹 茅野商工会議所（観光分野） 

4 宮沢 義仁 茅野商工会議所青年部（建設産業分野） 

5 両角 善太郎 信州諏訪農業協同組合 

6 朝倉 寿美子 楽園信州ちの協議会 

7 矢崎 高広 諏訪圏情報コンソーシアム(11/18 から） 

8 丸茂 大介 諏訪圏ＪＣ理事長(11/18 から） 

9 名取 哲男 諏訪圏ＪＣ副理事長(11/18 から） 

10 熊澤 純平 諏訪圏ＪＣ直前理事長(11/18 から） 

11 矢島 義拡 株式会社池之平ホテル＆リゾーツ (11/18 から） 

12 山崎 三千代 ワークラボ八ヶ岳(11/18 から） 

13 石井 啓介 ワークラボ八ヶ岳(11/18 から） 

14 官 南雲 志保 諏訪公共職業安定所  

15 学 小越 澄雄 公立諏訪東京理科大学 

16 
金 

伊原 淳一 八十二銀行茅野支店 

17 宮坂 和英 諏訪信用金庫茅野支店 

18 労 五味 哲哉 連合長野諏訪地域協議会 

19 言 太田 敬吾 長野日報社 

20 

住
民
等 

行田 幸三 元市区長会長 

21 武井 義親 どんぐりネットワーク茅野 幹事 

22 座間 マミ 子育て世代代表 

23 矢部 俊男 二地域居住実践者 

議長 今井 敦 茅野市長 
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（２） 事務局名簿 

  氏名 所属等 

1 柿澤 圭一 副市長（7/31 から） 

2 樋口 尚宏 副市長（7/30 まで） 

3 伊藤 弘通 総務部長 

4 岩島 善俊 市民環境部長 

5 両角 直樹 健康福祉部長 

6 五味 正忠 産業経済部長 

7 篠原 尚一 都市建設部長 

8 有賀 淳一 こども部長 

9 平出 信次 生涯学習部長 

10 柳沢 正広 防災課長 

11 渋澤 務 消防課長 

12 小平 雅文 企画財政課長 

13 有賀 福美 パートナシップのまちづくり推進課長 

14 保科 慎一 美サイクルセンター長 

15 井出 弘 地域福祉課長 

16 平澤 精一 高齢者・保険課長 

17 栁澤 澄子 健康づくり推進課長 

18 齊藤 明美 保健福祉サービスセンター長 

19 宮坂 智一 農林課長 

20 上田 佳秋 商工課長 

21 北沢 政英 観光まちづくり推進課長 

22 高砂 樹史 産業経済部付担当課長 

23 岩﨑 研二 都市計画課長 

24 五味 健志 こども課長 

25 五味 留美子 幼児教育課長 

26 五味 正 学校教育課長 

27 藤森 隆 生涯学習課長 

28 両角 勝元 文化財課長 

29 中村 浩明 スポーツ健康課長 

30 加賀美 積 企画部長 

31 田中 裕之 地域戦略課長 

32 伊藤 俊成 地域戦略課地域創生係長兼縄文プロジェクト推進室次長 

33 小林 弘夫 地域戦略課公共交通担当兼縄文プロジェクト推進室次長 

34 山本 貢史 地域戦略課シティプロモーション担当兼縄文プロジェクト推進室次長 

35 松田 剛史 地域戦略課地域創生係 

36 髙橋 慶樹 地域戦略課地域創生係（10/1 から） 
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4 SDGs（持続可能な開発目標）とは 

  経済・社会・環境の課題を統合的に解決することを目指す SDGｓ（持続可能な開発目標）への取

組が、先進国・開発途上国を問わず始まっています。この目標は、17 のゴール・169 のターゲットから構

成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓うもので、政府が定めた「持続可能な開発目標（SDG

ｓ）実施指針」（2016 年 12 月）においては、地方自治体の各種計画に SDGｓの要素を最大限

反映させることが奨励されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 1：あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる 

目標 2：飢餓を終わらせ、食糧安全保障および栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する 

目標 3：あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

目標 4：すべての人々への包摂的かつ公平な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する 

目標 5：ジェンダー平等を達成し、すべての女性および女児の能力強化を行う 

目標 6：すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する 

目標 7：すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保する 

目標 8：包摂的かつ持続可能な経済成長、およびすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある人間ら

しい雇用(ディーセント・ワーク）を促進する 

目標 9：強靭(レジリエント)なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベーションの推進を図る 

目標 10：各国内及び各国間の不平等を是正する 

目標 11：包摂的で安全かつ強靭(レジリエント)で持続可能な都市および人間居住を実現する 

目標 12：持続可能な消費生産形態を確保する 

目標 13：気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる 

目標 14：持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する 

目標 15：陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、なら

びに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する 

目標 16：持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あ

らゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する 

目標 17：持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する  

SDGｓ（持続可能な開発目標） 
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１ 茅野市人口ビジョンの概要 

（１） 茅野市人口ビジョンの概要・策定の考え方 

茅野市人口ビジョンの策定にあたり、まず茅野市の人口の現状分析を行い、茅野市の人口に係る動

向やその要因について把握し、課題を整理します。 

また、茅野市の将来人口推計として、今後、茅野市が人口減少対策に取り組む上で目標とする「将

来展望推計（本市独自推計）」や国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」といいます。）

の推計方法に準拠して推計した将来人口推計結果を整理、比較します。このほか、地区別の人口推

計結果についても整理します。 

さらに、人口の変化が茅野市の将来に与える影響の分析結果や、結婚・出産・子育て世代や転入

者・転出者向けアンケート、１５～１８歳向けアンケート、公立諏訪東京理科大学大学生向けアンケ

ート等の調査結果を参考に、人口減少対策に取り組む上での基本的な視点を明確にします。 

以上より、茅野市が目指す将来の方向性を示し、将来的な人口等を展望します。 

 

（２） 茅野市人口ビジョンの対象期間 

第１次茅野市地域創生総合戦略における茅野市人口ビジョンを踏まえ、令和42年（2060年）

までとします。 
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２ 茅野市の人口の現状分析 

（１） 茅野市の人口推移 

① 茅野市の人口推移 

国勢調査によると、茅野市の人口は、平成 12 年（2000 年）に老年人口が年少人口を上回り、

平成 17年（2005 年）の 57,099 人をピークに減少に転じています。 

年齢３区分別では、年少人口と生産年齢人口（15 歳～64 歳）は減少が続く一方で、老年人

口は増加しています。高齢化率をみると、平成 27 年（2015 年）には 28.4％となり、平成 17 年

（2005 年）と比べ 8.0 ポイント増加しています。 

 

図表 1 茅野市の人口推移（国勢調査） 
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S55
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H2
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H7
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H12
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H17
(2005)

H22
(2010)

H27
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（人）

（年）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人）

年齢不詳人口（人） 年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り）

老年人口割合（右目盛り）

（資料） 総務省統計局「国勢調査」

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH22(2010)及びH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分にそれぞれ按分してある。



 
48 
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世帯人員（右目盛）

（資料） 総務省統計局「国勢調査」

（注）世帯人員は、総人口を世帯数で除して算出している

② 世帯数及び 1世帯あたり人員の推移 

人口が減少局面に入った一方で、茅野市の世帯数は増加が続いており、一世帯当たりの人員は核

家族や高齢者独居世帯の増加等により減少傾向にあります。 

 

図表 2 世帯数及び 1 世帯あたり人員の推移（国勢調査） 
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③ 地区別の人口推移の状況 

ア 地区別にみた構成比・地区別の人口推移 

10地区別に構成比の内訳をみると、宮川地区、玉川地区、ちの地区の順に多く、これら３つの地区

で市全体の 61.2％を占めています。 

国勢調査で茅野市の人口がピークとなった平成 17 年を 100 とした各地区の人口の推移をみると、

玉川地区、宮川地区は増加傾向にあり、それぞれ平成 29 年は平成 17 年に対して 3.6%、1.9%

増加しています。 

一方、北山地区、金沢地区は人口減少が進んでおり、平成 29 年は平成 17 年に対してそれぞれ

▲14.2%、▲11.5%減少しています。 

図表 3 地区別の人口推移の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地区別の 3階級別年齢構成比 

10 地区別の 3 階級別年齢構成比をみると、高齢化率（老年人口の割合）は、北山地区が最も

高く 37.9%であり、次いで泉野地区（34.1%）、金沢地区（32.5%）が高くなっています。 

一方、高齢化率が最も低く、生産年齢人口および年少人口の割合が高いのは玉川地区で、高齢

化率は 23.7%となっています。 

図表 4 地区別の 3階級別年齢構成比 
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泉野
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（資料）茅野市の統計（平成29年版）

（注）平成29年毎月人口異動調査（10月1日時点）
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（注）国勢調査、毎月人口異動調査

（H17 = 100）

9.0 10.6 11.1 11.5 14.2 12.8 15.2 13.6 13.3 16.8 13.9 

53.1 55.3 56.5 58.6 56.3 58.0 56.2 59.0 60.7 59.4 
57.8 

37.9 34.1 32.5 29.9 29.5 29.2 28.5 27.4 26.0 23.7 28.3 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

老年人口の割合（％）

生産年齢人口の割合（％）

年少人口の割合（％）

（資料）茅野市の統計（平成29年版）

（注）平成27年国勢調査
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（２） 自然動態・社会動態の概要 

① 茅野市の人口動態 

茅野市の人口増減をみると、平成20年以降減少基調となっていますが、平成29年は対前年で増

加しました。 

人口動態の要因には、出生・死亡による「自然増減」と、転入・転出による「社会増減」とがあります。 

このうち自然増減は、平成 22年以降減少基調にあり、減少幅も拡大傾向にあります。 

一方、社会増減は、平成20年以降、平成25年にかけて減少幅が拡大しましたが、平成27年に

「第 1次茅野市地域創生総合戦略」を策定後の平成 28年以降はプラスに転じています。 

 

図表 5 茅野市の人口動態（自然増減・社会増減） 
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② 自然増減 

ア 出生数と死亡数の推移 

平成3年以降の出生数をみると、平成 14年をピークに減少基調にあります。出生数は平成 25年

に 500 人を下回って以降も減少傾向にあり、平成 30年は 375人と 400人を下回りました。 

これに対し、死亡数は近年 500～600 人程度で推移しており、自然増減（出生数と死亡数の差）

は近年減少幅が拡大しています。 

 

図表 6 自然増減（出生と死亡）の推移 
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平成28年 平成29年 差H29-28 平成28年 平成29年 差H29-28 平成28年 平成29年 差H29-28

合　　計 409 425 16 10,372 10,330 △ 42 1.57 1.70 0.14

15～19歳 11 8 △ 3 1,288 1,371 83 0.04 0.03 △ 0.01

20～24歳 32 41 9 1,079 1,100 21 0.15 0.19 0.04

25～29歳 114 127 13 1,102 1,050 △ 52 0.52 0.60 0.09

30～34歳 135 133 △ 2 1,333 1,274 △ 59 0.51 0.52 0.02

35～39歳 97 98 1 1,592 1,547 △ 45 0.30 0.32 0.01

40～44歳 17 16 △ 1 2,116 2,051 △ 65 0.04 0.04 △ 0.00

45～49歳 3 2 △ 1 1,862 1,937 75 0.01 0.01 △ 0.00

（資料）茅野市HP「平成29年期間合計特殊出生率」 

（注1）出生数：厚生労働省、平成28・29年「人口動態統計」の母の年齢5歳階級別人口

（注２）算出に用いる女性人口は、平成28・29年各年10月1日現在の住民基本台帳人口の日本人女性人口を使用

母の年齢階級
出生数(人) 女性人口(人) 合計特殊出生率

イ 出生数および合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率とは、「15 歳から 49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、1 人の女

性が一生の間に産むこどもの数を推計したものです。 

茅野市の合計特殊出生率は、概ね全国や長野県を上回って推移していますが、平成 28年は逆転

しました。 

平成 29 年は、1.70 と増加しましたが、その要因を母の年齢階級別にみると、前年に対して「25～

29歳」の女性の出生率が高まったことが要因として考えられます。 

 

図表 7 出生数および合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 8 年齢階級別にみた平成 28 年および平成 29 年の出生率の状況 
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第 1次茅野市地域創生総合戦略策定 
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③ 社会動態 

ア 社会増減（転入数と転出数の推移） 

平成20年以降、社会減の状況が続いていましたが、平成26年に7年ぶりに社会増に転じたのち、

平成 28年以降も社会増が続いています。 

転入者数は、近年は 2,000 人を超える水準で推移しています。 

 

図表 9 社会増減（転入と転出）の推移 
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諏訪地方 その他 東京 神奈川 山梨 愛知 国外 その他
2,169  1,009  489   520   1,160  198   116   58    77    226   485   

転   入   人   口　（人）

総 数 県 内 県 外

岡谷市
62人

長野市
82人

松本市
87人

諏訪市
258人

塩尻市
36人

下諏訪町
45人

富士見町
85人

原村
39人

その他県内
315人

茅野市

（資料）毎月人口異動調査（平成29年）

山梨県
58人

愛知県
77人

埼玉県
55人

東京都
198人

千葉県
64人

茅野市

神奈川県
116人

その他県外
294人

（資料）毎月人口異動調査（平成29年）

国外
226人

大阪府
36人

静岡県
36人

イ 地域間の人口移動の状況 

（ア） 転入元の地域（平成 29 年） 

転入元は、県外からと県外からとで概ね同程度の状況です。 

県内他市町村からは、隣接する諏訪市からの転入が最も多く、次いで松本市、長野市からの転入が

多くなっています。 

県外からは、東京都が最も多いほか、神奈川県、千葉県等関東圏からの転入も多くなっています。こ

のほか、愛知県等周辺県からの転入も多い状況です。 

 

 

図表 10 転入元の地域（平成 29 年） 
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諏訪地方 その他 東京 神奈川 山梨 愛知 国外 その他
1,973  994    496   498   979    198   112   53    53    156   407   

転   出   人   口　（人）

総 数 県 内 県 外

岡谷市
85人

長野市
73人

松本市
117人

諏訪市
268人

塩尻市
37人

下諏訪町
47人

富士見町
52人

原村
44人

その他県内
271人

茅野市

（資料）毎月人口異動調査（平成29年）

山梨県
53人

愛知県
53人

埼玉県
80人

東京都
198人

千葉県
53人

茅野市

神奈川県
112人

その他県外
226人

（資料）毎月人口異動調査（平成29年）

大阪府
23人

静岡県
25人

国外
156人

 

（イ） 転出先の地域（平成 29 年） 

転出先は、県外と県外で概ね同程度の状況です。 

県内他市町村へは、隣接する諏訪市への転出が最も多く、次いで松本市、岡谷市が多くなっていま

す。 

県外へは、東京都への転出が最も多いほか、神奈川県、埼玉県等関東圏が多くなっています。また、

愛知県や山梨県等周辺県への転出も多い状況です。 

 

 

図表 11 転出先の地域（平成 29 年） 

 

 

 

 

■県内他市町村へ                    ■国外・他都道府県へ 
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ウ 地域別転入超過数の推移 

転入超過数（転入－転出）の地域別の推移をみると、平成 19 年から平成 22 年にかけて、また

平成 24年、平成 26年において、諏訪地方からの転入超過が目立ちました。 

平成 26 年以降は、国外からと、その他県外からの転入超過が目立っています。平成 27 年、平成

29年の転入超過は、主にこれら地域からの転入超過の要因が大きかったものとみられます。 

 

 

図表 12 地域別転入超過数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
H29年

〈年)

諏訪地方 152 205 128 60 18 87 24 92 35 21 △ 7

その他の県内 △ 9 △ 6 △ 49 △ 15 △ 164 △ 51 △ 18 △ 130 △ 47 16 22

東京 △ 42 △ 51 △ 34 △ 41 △ 3 △ 3 △ 58 7 △ 33 △ 43 0

神奈川 △ 7 △ 18 △ 17 △ 19 37 3 △ 41 △ 40 △ 11 16 4

山梨 14 △ 42 △ 34 △ 3 △ 9 △ 14 △ 36 5 △ 7 △ 3 5

愛知 2 △ 34 0 21 △ 35 4 19 51 △ 22 △ 29 24

国外 87 △ 26 △ 102 △ 73 △ 75 △ 14 44 55 29 56 70

その他の県外 18 △ 79 △ 33 △ 38 54 △ 44 △ 180 63 43 56 78

総数 215 △ 51 △ 141 △ 108 △ 177 △ 32 △ 246 103 △ 13 90 196

215

△ 51

△ 141
△ 108

△ 177

△ 32

△ 246

103

△ 13

90

196

△ 300

△ 200

△ 100

0

100

200

300（人）

（資料）平成29年版「茅野市の統計」

（注1）毎月人口異動調査に基づく

（注2）社会動態のうち、「その他の増減（記載・消除）」は含んでいない。
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0～4歳

→

5～9歳

5～9歳

→

10～14歳

10～14歳

→

15～19歳

15～19歳

→

20～24歳

20～24歳

→

25～29歳

25～29歳

→

30～34歳

30～34歳

→

35～39歳

35～39歳

→

40～44歳

40～44歳

→

45～49歳

45～49歳

→

50～54歳

50～54歳

→

55～59歳

55～59歳

→

60～64歳

60～64歳

→

65～69歳

65～69歳

→

70～74歳

70～74歳

→

75～79歳

75～79歳

→

80～84歳

80～84歳

→

85～89歳

85～89歳

→

90歳～

H2→H7 71 28 12 △ 216 436 168 90 47 77 23 11 △ 15 △ 77 △ 77 △ 102 △ 155 △ 136 △ 76

H7→H12 15 △ 37 3 △ 276 489 239 47 81 50 3 20 △ 20 △ 58 △ 104 △ 145 △ 170 △ 154 △ 119

H12→H17 35 △ 1 8 127 365 88 87 △ 27 △ 34 △ 10 18 20 △ 7 △ 76 △ 159 △ 148 △ 165 △ 139

H17→H22 △ 54 △ 12 △ 4 △ 247 △ 303 △ 37 △ 70 △ 62 △ 63 △ 67 △ 65 △ 46 △ 58 △ 128 △ 182 △ 245 △ 252 △ 130

H22→H27 △ 28 △ 7 50 △ 204 28 △ 7 △ 11 35 △ 61 16 △ 26 2 △ 46 △ 121 △ 156 △ 185 △ 249 △ 187

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

500

600

（人）

（資料）総務省統計局「国勢調査」

2002年4月、東京理科大学

諏訪短期大学が諏訪東京

理科大学へ改組により開学

2008年リーマンショック

の人員整理あり

H17以前の水準に回復し

ていない

0～4歳

→

5～9歳

5～9歳

→

10～14歳

10～14歳

→

15～19歳

15～19歳

→

20～24歳

20～24歳

→

25～29歳

25～29歳

→

30～34歳

30～34歳

→

35～39歳

35～39歳

→

40～44歳

40～44歳

→

45～49歳

45～49歳

→

50～54歳

50～54歳

→

55～59歳

55～59歳

→

60～64歳

60～64歳

→

65～69歳

65～69歳

→

70～74歳

70～74歳

→

75～79歳

75～79歳

→

80～84歳

80～84歳

→

85～89歳

85～89歳

→

90歳～

H2→H7 61 58 △ 87 △ 132 316 85 112 75 40 71 53 32 △ 23 △ 28 △ 66 △ 125 △ 167 △ 129

H7→H12 23 10 △ 159 △ 184 260 65 26 54 34 22 34 11 △ 14 △ 45 △ 86 △ 172 △ 219 △ 133

H12→H17 46 △ 19 △ 151 △ 111 344 105 72 29 △ 29 23 63 53 9 △ 23 △ 97 △ 125 △ 187 △ 110

H17→H22 △ 21 △ 24 △ 119 △ 160 95 △ 61 △ 27 △ 40 △ 32 △ 48 13 △ 28 △ 59 △ 75 △ 63 △ 141 △ 172 △ 56

H22→H27 △ 9 △ 24 △ 133 △ 176 85 16 4 △ 10 △ 26 △ 38 34 9 8 △ 43 △ 81 △ 118 △ 224 △ 81

-300

-200

-100

0

100

200

300

400

500

（人）

（資料）総務省統計局「国勢調査」

増加幅が縮小

エ 男女別・年齢階級別にみた人口増減の推移 

男女ともに「15～19 歳→20～24 歳」は人口が減少する傾向にあります。これは進学や就職等を

理由とした市外への転出が背景にあると考えられます。 

また、「20～24歳→25～29歳」は男女ともに人口が増加する傾向にあり、これは大学卒業後のU

ターン等が背景にあるとみられます。同年齢階級の状況を男女別にみると、男性は、「H22→H27」はプ

ラスに転じたものの、リーマンショック以前の水準には回復していません。女性は、年々増加幅が縮小傾

向にあります。 

 

図表 13 年齢階級別にみた人口増減の推移（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 14 年齢階級別にみた人口増減の推移（女性） 
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（３） 産業構造からみた就業人口の特徴 

① 産業別就業人口の推移（15 歳以上就業者数） 

国勢調査によると、15 歳以上就業者数は、平成 12年の 30,768 人をピークに減少しています。 

産業別の就業者の状況をみると、平成 27 年においては第３次産業で 56.3%と全体の 5 割強を

占めています。また、昭和 60 年と平成 27 年を比べると、第１次産業は▲8.5%ポイント、第２次産

業が▲8.6%ポイントと減少基調にある一方、第３次産業は＋16.2%ポイントと増加傾向にあります。 

図表 15 産業別就業人口の推移（15 歳以上就業者数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 産業別就業者の特徴（長野県と比較した特化係数） 

就業者数をみると、男女とも「製造業」が多く、長野県と比較した特化係数も男女ともに 1.3 を超え

ており、茅野市を特徴づける産業となっています。 

また、「宿泊業、飲食サービス業」の特化係数も、男性で 1.77、女性で 1.42 と高くなっています。 

図表 16 産業別就業者数及び長野県と比較した特化係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26,125
28,199

30,112 30,768 30,512
28,807 28,683

15.3%
12.2% 11.0%

9.2% 9.0%
7.4% 6.8%

44.6% 44.2%

41.4% 41.1%
37.5%

35.3% 36.0%

40.1%
43.6%

47.6%
49.1%

52.8%

52.6%
56.3%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

-

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

（人）

（年）

第１次産業 第２次産業 第３次産業 分類不能の産業

第１次産業構成比（右目盛） 第２次産業構成比（右目盛） 第３次産業構成比（右目盛）

（資料）総務省統計局「国勢調査」

（注）「分類不能の産業」の構成比は表示していない

0.75

0.49

1.21

0.95

1.40

0.55
0.62

0.68

0.80

0.54

1.41

0.77

1.77

1.14

0.89

0.85
0.79

0.86

0.68 0.45

0.75

0.58

0.96

1.33

0.45 0.43

0.59

0.88 0.85

1.46

0.86

1.42

1.07

0.85

0.94
1.02

1.09

0.87

0.38

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

0

1,500

3,000

4,500

6,000

（人）

男性就業者

女性就業者

男性特化係数（右目盛）

女性特化係数（右目盛）

（資料）総務省統計局「平成27年国勢調査」

※ X産業の特化係数＝茅野市のX産業の就業者比率／長野県のX産業の就業者比率
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③ 産業別事業所数の構成比 

茅野市の平成 28 年の産業別事業所数をみると、「宿泊業、飲食サービス業」（20.1％）が最も

多く、次いで「卸売業、小売業」（18.8％）、「製造業」（14.5％）が多くなっています。 

長野県、全国と比較すると、「製造業」、「宿泊業、飲食サービス業」の事業所数の構成比率が高く

なっています。 

図表 17 産業別事業所数の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 産業別事業所数の特徴（長野県と比較した特化係数） 

事業所数をみると、「宿泊業、飲食サービス業」が最も多く、県と比較した特化係数も 1.36 となって

います。また「製造業」も事業所数が多く、また特化係数も 1.42 と最も高くなっています。これらは事業

所数の特徴からみて、茅野市を特徴づける産業といえます。 

図表 18 産業別事業所数及び長野県と比較した特化係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

9.2%

11.2%

11.7%

8.5%

10.2%

14.5%

25.3%

23.3%

18.8%

6.6%

6.6%

5.0%

13.1%

14.7%

20.1%

8.8%

8.1%

7.8%

8.0%

6.8%

5.8%

6.6%

6.3%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

長野県

茅野市

農林水産業 鉱業，採石業，砂利採取業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業 情報通信業

運輸業，郵便業 卸売業，小売業 金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業 宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業 教育，学習支援業 医療，福祉

複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）

（資料）総務省統計局「平成28年経済センサス活動調査」

建設業 製造業 卸売業、

小売業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業、

娯楽業
宿泊業、

飲食ｻｰﾋﾞｽ業
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※ X産業の特化係数＝茅野市のX産業の事業所数比率／長野県のX産業の事業所数比率

（資料）総務省統計局「平成28年経済センサス活動調査」
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３ 茅野市の人口推計 

（１） 茅野市の将来展望人口 

茅野市の最上位計画「第 5 次茅野市総合計画」では、出生率の向上や子育て環境の整備、移

住・定住・二地域居住の推進、産業振興、交流人口の増加、地域コミュニティ活動の充実といった人

口減少対策の効果を見込んだ人口推計結果である、「将来展望人口」を設定しています。 

本戦略では、上記総合計画との整合を図り、同計画で掲げられている「将来展望人口」を、今後、

茅野市が人口減少対策に取り組む上で目標とする「将来展望推計（本市独自推計）」として設定し

ます。 

（２） 推計パターンの比較 

本項では、社人研の推計方法（日本の地域別将来推計人口（平成 30 年推計））に準拠して

推計した将来人口推計（以下、「社人研準拠推計」といいます。）と「将来展望推計（本市独自推

計）」との比較を行います。 

① 各推計パターンの概要 

「社人研準拠推計」および「将来展望推計（本市独自推計）」の仮定値（合計特殊出生率（以

下「出生率」といいます。）及び純移動率）は、それぞれ以下のとおりです。 

                                        

1 「子ども女性比」：0-4歳人口と 15-49歳女性人口の比であり、出生率の代替指標として用いられる指標のこと。 

2 人口置換水準：人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率のこと。 

社人研推計 

準拠 

基準人口 平成 27 年（2015 年）国勢調査結果（総務省統計局） 

出生率 

 「子ども女性比1」を用いて推計 

 平成 27 年（2015 年）の「全国の子ども女性比」と「茅野市の子ども女性比」

との格差（比）が将来にわたり一定として、茅野市の「子ども女性比」を設定 

 なお、将来にわたる「全国の子ども女性比」は、社人研「日本の将来推計人口

（平成 29 年推計）」に基づく 

純移動率 

 平成 22 年（2010 年）→平成 27 年（2015 年）に観察された地域別の

人口移動傾向が、今後も続くものと仮定 

 令和 27 年（2045 年）以降は、同水準で推移すると仮定 

将来展望推計 

（本市独自推計） 

基準人口 平成 27 年（2015 年）国勢調査結果（総務省統計局） 

出生率 

 「子ども女性比」を用いて推計 

 平成 27 年（2015 年）の「子ども女性比」が、令和 42 年（2060 年）にか

けて、合計特殊出生率 2.07（人口置換水準2）を子ども女性比に換算した

値に上昇すると仮定 

 なお、換算値は社人研「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」の「合計

特殊出生率」と「子ども女性比」の比率を用いた 

純移動率 

 平成 22 年（2010 年）→平成 27 年（2015 年）の純移動率を算出。プ

ラスの年齢階級は今後も同水準を維持し、マイナスの年齢階級は令和 17 年

（2035 年）の均衡に向けて縮小したのち令和 17 年（2035 年）以降は純

移動率が 0 となると仮定 



 

 
61 

9,294
10,635 10,583 9,654 8,823 8,371 8,424 8,247 7,752 7,084 6,479 5,986 5,550 5,273 5,042 4,772 4,466 4,156

25,884

28,044
30,751 33,320 35,227 36,317 37,015

34,569
32,302

30,905
29,667

28,317
26,482

23,955
21,961

20,749
19,764

18,898

4,539

5,263

5,939

7,090

8,757 9,972 11,634
13,575

15,858
16,912

17,311

17,460

17,840

18,597

18,749 18,126

17,186 15,952

39,717 

43,942 
47,273 

50,064 

52,807 
54,841 

57,099 56,391 55,912
54,902

53,457
51,763

49,873

47,824

45,752

43,647

41,417

39,006

23.4% 24.2%
22.4%

19.3%

16.7%

15.3%

14.8% 14.6% 13.9%
12.9% 12.1% 11.6% 11.1% 11.0% 11.0% 10.9% 10.8% 10.7%

65.2%
63.8%

65.0%

66.6% 66.7% 66.2%
64.8%

61.3%

57.8%
56.3% 55.5% 54.7%

53.1%

50.1%

48.0% 47.5%

47.7% 48.4%

11.4% 12.0% 12.6%
14.2%

16.6%

18.2%

20.4%

24.1% 28.4%
30.8%

32.4%
33.7%

35.8%

38.9%

41.0% 41.5% 41.5% 40.9%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

S50
(1975)

S55
(1980)

S60
(1985)

H2
(1990)

H7
(1995)

H12
(2000)

H17
(2005)

H22
(2010)

H27
(2015)

R2
(2020)

R7
(2025)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

R32
(2050)

R37
(2055)

R42
(2060)

（人）

（年）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 年齢不詳人口（人）
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推計値

（資料）S50(1975)～H27(2015)：総務省統計局「国勢調査」

R2(2020)～R42(2060)：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計」の推計方法に準拠し推計

（注） H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH22(2010)及びH27(2015)については、 年齢不詳人口を年齢３区分にそれぞれ按分してある。

② 各推計パターンの年齢 3階級別人口推移 

ア 社人研準拠推計 

社人研の推計方法に準拠して推計した茅野市の将来人口をみると、平成 27 年（2015 年）に

55,912 人だった本市人口は、令和 22 年（2040 年）には約 4 万 8 千人にまで減少するものと推

計されます。さらに、令和 42年（2060 年）には、約 3万 9千人にまで減少すると推計されます。 

また、平成 27 年（2015 年）に 28.4％だった高齢化率は、今後も令和 22 年（2040 年）に

かけて 38.9%に上昇し、以降は 40%程度で推移すると推計されます。 

平成 27年（2015年）に 57.8％だった生産年齢人口の割合は、令和27年（2045年）には

50％以下となり、その後も 50％を下回る状況が続くと推計されます。 

 

 

図表 19 茅野市の将来人口推計（社人研準拠推計） 
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推計値

（資料）S50(1975)～H27(2015)：総務省統計局「国勢調査」

R2(2020)～R42(2060)：茅野市にて推計

（注） H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH22(2010)及びH27(2015)については、 年齢不詳人口を年齢３区分にそれぞれ按分してある。

イ 将来展望推計（本市独自推計） 

人口減少対策の効果を見込んだ茅野市の将来展望をみると、平成27年（2015年）に55,912

人だった本市人口は、令和22年（2040年）には約5万 1千人、さらに令和42年（2060年）

には、約 4万 6千人になると推計されます。 

また、平成 27 年（2015 年）に 28.4％だった高齢化率は、令和 27 年（2045 年）にかけて

38.7%に上昇し、以降は緩やかに低下すると推計されます。 

生産年齢人口の割合は、令和 32 年（2050 年）にかけて 50%を下回る水準に低下するものと

推計されます。 

 

 

図表 20 茅野市の将来人口推計（将来展望推計） 
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R2(2020)～R42(2060)：茅野市にて推計

③ 推計パターンの比較 

ア 茅野市総人口の比較 

「将来展望推計」では、出生率の向上及び社会増等を図る人口減少対策に取り組むことで、「社人

研準拠推計」より減少傾向が緩和され、令和 22 年（2040 年）には人口 5 万 1 千人程度、令和

42年（2060年）には人口４万 6千人程度を維持できる見通しです。 

2 つの推計結果を比べると、「将来展望推計」は「社人研準拠推計」に比べ、令和 22 年（2040

年）には 3,468 人、令和 42年（2060年）には 7,462 人上回るものと推計されます。 

 

 

図表 21 推計パターンの比較 
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イ 自然増減数の推移の比較 

「社人研準拠推計」は、令和 22 年（2040 年）にかけて自然減が拡大し、同年までの 5 年間の

自然増減数は▲2,464人と見込まれます。以降、自然減は、令和27年（2045年）にかけて改善

したのち、再び令和 42 年（2060 年）にかけて減少傾向が拡大し、同年までの 5 年間の自然増減

数は▲2,746 人程度になる見通しです。 

これに対し「将来展望推計」は、令和 22 年（2040 年）にかけて自然減が拡大しますが、同年ま

での 5年間の自然減は▲2,296人であり、「社人研準拠推計」に比べ、自然減は抑制されると見込ま

れます。さらに、以降は▲2,100 人～▲2,200 人（5 年間の累計）程度で推移し、令和 42 年

（2060 年）までの 5年間の自然増減数は▲2,197 人に抑制される見通しです。 

また、第2次茅野市総合戦略の計画期間が令和6年度（2024年度）までであることを鑑み、令

和 7 年（2025 年）までの自然増減数をみると、同年までの 5 年間の自然減の累計は、「社人研準

拠推計」が▲1,424 人であるのに対し、「将来展望推計」は▲1,339 人となっています。合計特殊出

生率を向上させることで、自然減を抑制できる見通しとなっています。 

 

図表 22 自然増減数の比較（数値は５年間の累計） 
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ウ 社会増減数の推移の比較 

5 年間の社会増減数の累計をみると、「社人研準拠推計」は令和 7 年（2025 年）までは、社会

減ですが、それ以降は、令和 22 年（2040 年）にかけて社会増で推移すると推計されます。また、

「将来展望推計」は令和 17年（2035 年）にかけて社会増で推移するものと見込まれます。 

両パターンを比較すると、「将来展望推計」は「転入超過の傾向を堅持、かつ転出の抑制に取り組ん

でいく」とする仮定条件を用いていることから、「社人研準拠推計」に比べて社会増加数が大きく、令和

22年（2040年）までの5年間の社会増減数をみると、「社人研準拠推計」が 415人であるのに対

し、「将来展望推計」は 1,017 人と推計されます。以降の期間をみると、「社人研準拠推計」は 320

人～350 人（5 年間の累計）程度の社会増で推移する一方、「将来展望推計」は 950 人～

1,000 人（5年間の累計）程度の社会増で推移するものと推計されます。 

また、令和 7 年（2025 年）までの社会増減数をみても、同年までの 5 年間の社会増減数は、

「社人研準拠推計」が▲21 であるのに対し、「将来展望推計」は 560 人と推計されており、「将来展

望推計」は社会増で推移するものと見込まれます。 

 

図表 23 社会増減数の比較（数値は５年間の累計） 
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エ 人口ピラミッドの推移比較 

平成 27 年（2015 年）は２回のベビーブームの影響による「ひょうたん型」ですが、令和 22 年

（2040 年）には「社人研準拠推計」「将来展望推計」ともに、60～69 歳を中心とする膨らみがある

形状へと変化します。 

「社人研準拠推計」は「将来展望推計」に比べ、男女とも「老年人口」の割合が高い一方、年少人

口と生産年齢人口の割合が小さく、令和 42 年（2060 年）には、老年人口が多く年少人口が少な

い「つぼ型」へと変化すると見込まれます。 

 

図表 24 人口ピラミッドの推移予測の比較 
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平成 27年（2015 年） ※実績値 

令和 22年（2040 年） ※推計値 

令和 42年（2060 年） ※推計値 
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④ 【参考】10 地区別の将来展望推計（本市独自推計） 

茅野市を構成する 10地区別の将来展望推計について、以下に掲載します。 

10 地区の地区名及び地域は図表 25 のとおりです。 

 

図表 25 茅野市の１０地区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地区別の人口推計結果について】 

※端数処理の関係上、地区別の人口推計結果の合計は、前述の茅野市全体で行った人口推計結果

とは一致しないことがあります。 

※端数処理の関係上、内訳の和が合計と一致しないことがあります。 

  

ちの地区・宮川地区・米沢地区・豊平地区・玉川地区・泉野地区・ 

金沢地区・湖東地区・北山地区・中大塩地区 
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（年）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 年齢不詳人口（人）

年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）
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年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 年齢不詳人口（人）

年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）

図表 26 10 地区別の人口推計結果 
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（年）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 年齢不詳人口（人）

年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）
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年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）
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年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 年齢不詳人口（人）

年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）
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年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）
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年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）
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（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）
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R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

R32
(2050)

R37
(2055)

R42
(2060)

（人）

（年）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 年齢不詳人口（人）

年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）

647 522 441 385 377 366 366 344 327 312 311 317 327 332
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1,428 1,403 1,379

1,303 1,228 1,169 1,122 1,158
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R12
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(2035)

R22
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R27

(2045)

R32

(2050)

R37

(2055)

R42

(2060)

（人）

（年）

年少人口（人） 生産年齢人口（人） 老年人口（人） 年齢不詳人口（人）

年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

（資料） H7(1995)～H27(2015) ： 総務省統計局「国勢調査」

H32(2020)～R42(2060) ： 茅野市にて推計（将来展望人口）

（注）H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH27(2015)については、年齢不詳人口を年齢３区分に按分してある。

推計値（将来展望人口）
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55.8 55.4 54.6 53.6 52.6 51.3 50.1 48.9 47.7 46.5

37.4 37.3 37.0 36.5 35.9 34.9 33.9 32.9 31.9 30.9

27.9 27.8 27.6 27.2 26.7 26.0
25.3

24.5
23.8

23.0

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

H29

（2017）

R2
(2020)

R7
(2025)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

R32
(2050)

R37
(2055)

R42
(2060)

（億円）
（千人）

（年度）

人口（左目盛） 納税義務者数（左目盛） 個人市民税収入額（右目盛）

推計

（資料）茅野市「市税概要」

（注1）R2(2020)年度以降は推計値

（注2）推計人口：茅野市推計（将来展望人口）による

４ 人口の変化が茅野市の将来に与える影響 

人口の減少及び高齢化の進展は、私たちの社会生活に様々な影響を与えます。ここでは、人口の

変化が茅野市にどのような影響をもたらすか考えてみます。 

 

（１） 個人市民税への影響 

個人市民税は、市の財政にとって重要な収入源の一つです。人口減少は納税義務者数の減少につ

ながることから、税収に影響を与えることが予想されます。そこで、一定の仮定条件のもと、個人市民税

収入額の推計を行いました。 

 

 

推計によると、平成 29 年（2017 年）に 27.9 億円だった個人市民税収入額は以降減少し、令

和42年（2060年）には 23億円に減少すると予想されます。この結果、市の財政規模の縮小が懸

念されます。 

 

 

図表 27 人口減少に伴う納税義務者数及び個人市民税収入額の推移の予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●推計の仮定条件 

人口見通し  ： 将来展望推計（本市独自推計） 

個人市民税収入額 ： 平成 29 年度（2017 年度）個人市民税収入額実績値と納税義務者 

     数により、納税義務者一人当たり個人市民税収入額を算出し、その値を令 

     和 42 年度（2060 年度）まで固定（税制改正等の特殊要因を排除） 
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10.7 10.1 9.4 9.0 8.8 8.7 8.9 9.1 9.2 9.2

53.8 52.2 52.0 51.9 49.8 44.5 40.3 38.8 38.4 38.9
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H27
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R2
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R7
(2025)

R12
(2030)

R17
(2035)

R22
(2040)

R27
(2045)

R32
(2050)

R37
(2055)

R42
(2060)

（億円）

（年度）

15歳未満 15歳以上65歳未満 65歳以上70歳未満 70歳以上75歳未満 75歳以上

（資料）厚生労働省「国民医療費」、「医療費の地域差分析」

（注）１．医療費は、H28（2016）年度のデータを使用しているため、H27(2015）年度も推計値

２．医療費は全てH28（2016）年度価格による

３．端数処理の関係から、内訳の和が合計と一致しないことがある

＜作成方法＞

年齢階級別人口1人当たり国民医療費（全国、男女別）×地域差指数（茅野市）×年齢階級別人口（茅野市）

（参考資料）

年齢階級別人口1人当たり国民医療費：厚生労働省「国民医療費（平成28年度）」

地域差指数：厚生労働省「医療費の地域差分析（平成28年度）」
推計人口：茅野市推計（将来展望人口）による

61.2% 72.0%

（２） 医療・福祉への影響 

① 医療費への影響 

高齢化の進展に伴い、医療機関の受診が増える高齢者が増加することで、医療費に影響を与える

ことが予想されます。そこで、一定の条件のもと、医療費の推計を行いました。 

 

 

推計によると、高齢化の進展に伴い、医療費は令和 17 年（2035 年）にかけ増加し、以降は減

少に転じるものと予想されます。ただし、75 歳以上の医療費は、令和 37 年（2055 年）まで増加が

続き、令和 42 年（2060 年）に減少する見込みとなっています。なお、医療費全体に占める 65 歳

以上の医療費割合は、平成 27 年（2015 年）の 61.2%から令和 42 年（2060 年）には

72.0%へと上昇する見込みです。 

（注）第1次茅野市地域創生総合戦略（平成27年 10月）時の推計結果と比べ、推計の前

提条件に用いる国民医療費が増加し、推計人口も大きい値となっていること等により、医療費の推

計結果は前回よりも大きい値となっています。 

 

図表 28 医療費の推移予測 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

●推計の仮定条件 

人口見通し  ： 将来展望推計(本市独自推計） 

個人市民税収入額 ： 平成 28 年度（2016 年度）年齢階級別国民医療費と地域差指数 

    （一人当たり年齢調整後医療費）により、茅野市の年齢階級別一人当たり 

     国民医療費を算出し、その値を令和42年度（2060年度）まで固定（制 

     度改正等の特殊要因を排除） 
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② その他の医療・福祉への影響 

高齢化率の上昇に伴い、医療や介護需要の増加が予想されます。これにより、高齢者福祉施設の

入居希望者の増加や、こうした方を受け入れるための施設が必要になるものと考えられます。 

その一方で、生産年齢人口の減少による医療・福祉分野の就業者数の低下が想定され、これに伴

う医療・介護・福祉サービスの低下が懸念されます。 

 

 

（３） 暮らしや地域社会への影響 

地域社会の担い手である区・自治会の住民が減少することにより、地域コミュニティ活動の維持が困

難となることが懸念されます。このことは、地域の防犯・防災活動の低下につながる恐れがあります。 

利用者の減少により、バス路線の運行本数の確保が困難になり、高齢者のほか幅広い世代の交通

利便性への影響が懸念されます。 

また、空き家、空き店舗の増加に伴う風紀やまちの活力の低下といった問題が想定されます 

 

 

（４） 公共施設・インフラ施設への影響 

人口減少による生産年齢人口の減少に伴い、市税収入の減少が懸念される一方で、これまで整備

を進めてきた様々な公共施設の老朽化や、人口構成の変化による公共施設の利用需要の変化が予

想されます。 

公共施設や市道等インフラ施設の維持が困難となることで、生活の利便性低下が懸念されます。 

 

 

（５） 産業への影響 

生産年齢人口の減少や、事業者の後継者不足が想定されるほか、企業が必要とする高度な技術・

専門知識を有した人材の確保が困難となり、産業を維持する基盤の弱体化が懸念されます。 

人口減少・少子高齢化が進む中で生じるさまざまな課題の解決に寄与する、 新たな製品やサービス

の開発・実装の必要性が高まります。 

商圏人口が減少することで、地域の商店や商業施設の廃業・撤退等といった影響が懸念され、さら

に、生活用品を購入できる商店等が減少することで、生活利便性の低下が懸念されます。 

また、農業従事者の減少による耕作放棄地の増加、農地、森林の荒廃の進行、狩猟者の減少に

伴う農林業に被害をもたらす野生鳥獣の増加が懸念されます。 
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（６） 子育て・教育への影響 

少子化の進展に伴い、保育園や学校の小規模化が進み、現在の保育園、小中学校の数を維持し

ていくことが困難になることが想定されます。 

また、子ども同士や世代間の交流機会の減少により、協調性や社会性を身につける経験が不足する

子どもの増加や、地域の伝統行事等の実施が困難になったり、地域で子育て情報を共有する場が減

少すること等により、地域の中で子どもが健やかに育つ環境づくりが難しくなることが懸念されます。 
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56.4%

39.3%

27.9%

18.6%

10.0%

9.3%

7.9%

5.0%

0.7%

6.4%

47.9%

39.6%

29.9%

24.3%

6.3%

7.6%

15.3%

2.1%

12.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

結婚後の生活費や住居

結婚資金（挙式や新生活の準備

のための費用）

職業や仕事上の問題

親との同居や扶養

健康上のこと

年齢上のこと

親の承諾

子どもがいること

学校や学業上の問題

その他

今回[2019年](n=140)

前回[2015年](n=144)

（注）「子どもがいること」は、前回調査では回答項目として設けていなかったため、回答割合が0％となっている。

あると思う, 59.6%
ないと思う, 30.2%

無回答, 

10.2%

（n=235）

５ アンケート調査結果の概要 

第２次茅野市地域創生総合戦略の策定に向け実施したアンケート調査結果の概要を以下に掲載し

ます。 

（注 1）四捨五入の関係から、構成比の合計が 100％にならない箇所があります。 

（注 2）「前回調査」は、平成 27年（2015 年）5月に実施したものです。 

 

（１） 茅野市在住 20歳代、30 歳代アンケート結果の概要 

① 結婚する際に障害になることがあると思うかについて【独身の方を対象】 

 独身の方の約 6割が「結婚にあたり障害となることがある」と回答しています。 

 その理由として、半数以上が「結婚後の生活費や住居」を回答しており、結婚する上で経済的な

問題を障壁と感じている方が多いものとみられます。 

図表 29 結婚する際に障害になることがあると思うか 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 30 結婚にあたり障害になると思う事項【結婚に際し障害が「あると思う」と回答した方を対象】 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査時期 令和元年（2019 年）7月 

調査対象 
茅野市在住の 20歳代、30歳代の方から無作為抽出 

配布数 2,500通（郵送配布・郵送回収） 

回答者数 587 人（回収率 23.5％） 
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5.1%

13.5%

45.7%

57.1%

40.4%

20.1%

3.4%

6.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

理想の子どもの数

実際に産み育てられる

子どもの数

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 0人 無回答 （n=587）

76.7%

17.5%

100.0%

13.5%

10.0%

71.6%

54.9%

32.0%

0.0%

10.0%

57.1%

5.6%

38.4%

44.0%

0.0%

20.1%

100.0%

10.0%

90.0%

20.0%

6.3%

80.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

１人(n=30)

２人(n=268)

３人(n=237)

４人(n=25)

５人(n=1)

６人以上(n=1)

０人(n=20)

無回答(n=5)

全体(n=587)

理
想

の
子

ど
も

の
数

1人 2人 3人 4人 5人 6人以上 0人 無回答実際に産み・育てられる

子どもの数

② 「理想の子どもの数」と「実際に産み・育てられる子どもの数」 

 理想の子どもの数は、「2 人」が 45.7％と最も高く、次いで「3 人」が 40.4％と高くなっています。こ

れに対して実際に産み育てられる子どもの数をみると、「1 人」（13.5％）および「2 人」

（57.1％）の回答割合が高い一方で、「3 人」の回答割合は 20.1％と大きく低下（▲20.3％

ポイント）しています。 

 因みに、加重平均して求めた「理想の子どもの数」が 2.38 人であるのに対し、「実際に産み・育て

られる子どもの数」は 1.98 人であり、理想の子どもの数を下回っています。 

 実際に産み、育てられる子どもの数が理想よりも少ない理由として、「収入が不安定・少ない」、「高

等教育にお金がかかる」がいずれも 6 割超と高い結果となりました。収入に対する不安感や、高校

や大学において多額の教育費がかかることが大きな要因となり、理想よりも実際に産み・育てられる

子どもの数が少なくなっているものと考えられます。 

 

図表 31 「理想の子どもの数」と「実際に産み・育てられる子どもの数」の回答状況の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 32 「理想の子どもの数」別にみた「実際に産み・育てられる子どもの数」 
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37.8%

19.8%

11.9%

7.7%

2.9%

4.9%

4.1%

1.5%

1.0%

2.7%

13.1%

22.5%

10.7%

12.8%

13.3%

10.2%

4.3%

2.0%

2.0%

1.2%

10.7%

19.1%
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8.9%

11.2%

12.3%

6.1%

3.4%

3.6%

1.9%

38.3%

38.7%

67.0%

70.7%

72.6%

72.6%

85.5%

93.0%

93.4%

94.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

収入が不安定・少ないため

高等教育期間（高校・大学）において

教育等にお金がかかりすぎるため

年齢や健康上の理由

自分や配偶者の仕事（勤めや家業）

の事情

義務教育期間（中学まで）において

教育等にお金がかかりすぎるため

家事・育児の協力者がいないため

今いる子どもに手がかかるため

子どもがのびのび育つ環境ではな

いため

保育所など子どもを預ける先がない

ため

その他

1位 2位 3位 無回答

62.7%

42.1%

33.9%

33.6%

23.7%

18.7%

16.5%

15.3%

13.5%

10.7%

3.4%

6.6%

73.8%

41.7%

37.9%

39.1%

27.8%

16.5%

0.0%

13.7%

10.5%

9.5%

8.9%

6.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

保育料や教育費、子ども医療費の減免な

ど経済的負担の軽減

残業時間の短縮や休暇の取得促進など

ワークライフバランスの推進

保育所や認定こども園の整備など働きな

がら子育てできる環境整備

正規雇用の推進など若い世代の経済的

安定化

不妊治療や産後ケアなど妊娠・出産に対

する支援

妊娠、出産から子育てまで切れ目のない

相談支援体制の整備

コワーキングスペースや在宅等で子育て

と両立しながら自由に働ける環境の整備

若い世代への結婚相談・婚活支援・結婚

資金の支援など結婚に対する支援

いじめや犯罪などから子どもを守る施策

若者の就職活動から就職後のキャリア形

成に至るまでの雇用対策

公営住宅への子育て世帯の優先入居な

ど住宅面の支援

その他

今回[2019年](n=587)

前回[2015年](n=504)

（注）「コワーキングスペースや在宅等で子育てと両立しながら自由に働ける環境の整備」は、前回調査では

回答項目として設けていなかったため、回答割合が0％となっている。

図表 33 実際に産み、育てられる子どもの数が理想よりも少ない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 少子化対策として行政に充実して欲しい支援策 

 「少子化対策として行政に充実して欲しい支援策」は、前回調査同様に「保育料や教育費、子ど

も医療費の減免等経済的負担の軽減」が 62.7％と最も高く、次いで「残業時間の短縮や休暇の

取得促進等ワークライフバランスの推進」が高くなっています（42.1％）。 

図表 34 少子化対策として行政に充実してほしい支援策 
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ある, 75.5%

ない, 7.9%

無回答, 16.5%

（n=139）

67.6%

29.5%

16.2%

16.2%

12.4%

11.4%

1.9%

4.8%

70.8%

23.6%

17.4%

11.1%

16.7%

9.7%

6.9%

13.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

短時間労働の求人情報

保有する資格や希望する勤務条件等を

登録する人材バンク

個別の状況に応じて助言や支援を行う

カウンセリング

女性と企業をつなぐマッチングイベント

窓口に行かなくても相談を受け付ける

ＷＥＢ相談

女性専用で相談を受け付ける窓口の設

置

復職・再就職する際の心構え等を教え

る就職セミナー

その他

今回[2019年](n=105)

前回[2015年](n=144)

④ 出産を機に勤務先を退職した女性の就労に関する意向 

 「出産をきっかけに勤務先を退職した」と回答した方のうち、75.5％が「復職・再就職の意向があ

る」と回答しました。 

 「復職・再就職の意向がある」と回答した方の「復職・再就職の際に希望する支援」については、

「短時間労働の求人情報」が67.6％と突出して最も高い結果となりました。事業者の情報を積極

的に情報発信していくことに加え、短時間労働等でも働きやすい就労環境の整備を促進していく

必要があるものと考えられます。 

 

図表 35 復職・再就職の意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 36 復職・再就職する際に希望する支援【図表 35 で「ある」と回答した方を対象】 
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41.3%

45.1%

32.7%

0.0%

65.8%

32.3%

66.7%

42.1%

25.0%

11.1%

4.5%

4.9%

3.8%

100.0%

2.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.3%

1.0%

1.9%

0.0%

0.0%

3.2%

0.0%

5.3%

0.0%

0.0%

11.0%

10.8%

11.5%

0.0%

26.3%

22.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

5.8%

4.9%

7.7%

0.0%

0.0%

9.7%

16.7%

5.3%

4.2%

5.6%

12.3%

11.8%

13.5%

0.0%

5.3%

25.8%

11.1%

15.8%

4.2%

16.7%

16.8%

17.6%

15.4%

0.0%

0.0%

6.5%

0.0%

31.6%

50.0%

33.3%

1.3%

0.0%

3.8%

0.0%

0.0%

0.0%

5.6%

0.0%

4.2%

0.0%

5.8%

3.9%

9.6%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

12.5%

33.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全体(n=155)

男性(n=102)

女性(n=52)

１０代(n=6)

２０代(n=38)

３０代(n=31)

４０代(n=18)

５０代(n=19)

６０代(n=24)

７０代以上(n=18)

全
体

性
別

年
代

仕事の都合（就職、転勤、転職、退職など） あなたの学校の都合（進学、通学など）

子供の学校の都合（進学、通学など） 結婚により

家庭の都合（育児、親の介護など） 住宅の都合（広さ、設備、家賃、持ち家の取得、親や子どもとの同居など）

自然環境のよいところに住みたかった 転入前の場所以外のところに住みたかった

無回答

（２） 茅野市への転入者向けアンケート結果の概要 

 

① 転入の理由 

 「転居の理由」をみると、「仕事の都合」（40.1％）が最も高く、次いで「自然環境のよいところに

住みたかった」（17.1％）が高くなっています。 

 年代別にみると、20 代、40 代で「仕事の都合」の回答割合が高く、ともに 6割を超えています。 

 このほか、30 代では「仕事の都合」に次いで「住宅の都合」が高くなっています。 

 また 50代以上は、「自然環境の良いところに住みたかった」の回答割合が高くなっています。 

 

図表 37 転入の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査時期 令和元年（2019 年）7月 

調査対象 

平成30年（2018年）１月～12月の間に、茅野市に転入された世帯の世

帯主から無作為抽出 

配布数 600通（郵送配布・郵送回収） 

回答者数 155 人（回収率 25.8％） 



 
82 

60.6%

54.7%

7.7%

4.7%

30.3%

40.6%

1.3%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

今回[2019年](n=155)

前回[2015年](n=106)

住みやすい 住みにくい どちらともいえない 無回答

61.8%

57.7%

16.7%

52.6%

64.5%

38.9%

78.9%

79.2%

61.1%

6.9%

9.6%

16.7%

10.5%

6.5%

22.2%

31.4%

28.8%

66.7%

36.8%

29.0%

38.9%

21.1%

16.7%

27.8% 11.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

男性(n=102)

女性(n=52)

１０代(n=6)

２０代(n=38)

３０代(n=31)

４０代(n=18)

５０代(n=19)

６０代(n=24)

７０代以上(n=18)

性
別

年
代

住みやすい 住みにくい どちらともいえない 無回答

② 転入者からみた茅野市の住みやすさ 

 「茅野市の住みやすさ」については、60.6％が「住みやすい」と回答しました。前回調査に比べると、

「どちらともいえない」が 10.3 ポイント減少し 30.3％となった一方、「住みやすい」は、5.9 ポイント

増加し 60.6％に、「住みにくい」は 3.0 ポイント増加し 7.7％となっています。 

 年代別に、「住みやすい」と回答した割合みると、60 代以下では 40 代を除き、若い年齢層ほど低

い傾向にあり、10 代では 16.7％にとどまっています。 

 また、40 代も「住みやすい」の回答割合が 38.9％と他の年齢層と比べて低く、「住みにくい」割合

は 22.2％と他の年齢層と比べ最も高くなっています。 

 

図表 38 茅野市の住みやすさ（前回調査との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 39 茅野市の住みやすさ（性別・年代別） 
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45.8%

47.2%

19.4%

13.2%

31.6%

37.7%

3.2%

1.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

今回[2019年](n=155)

前回[2015年](n=106)

住み続けたい 将来は市外に引っ越したい 特に考えていない 無回答

48.0%

42.3%

28.9%

45.2%

22.2%

63.2%

75.0%

66.7%

19.6%

17.3%

33.3%

34.2%

16.1%

38.9%

5.3%

4.2%

29.4%

36.5%

66.7%

36.8%

38.7%

33.3%

31.6%

16.7%

16.7%

5.6%

16.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

男性(n=102)

女性(n=52)

１０代(n=6)

２０代(n=38)

３０代(n=31)

４０代(n=18)

５０代(n=19)

６０代(n=24)

７０代以上(n=18)

性
別

年
代

住み続けたい 将来は市外に引っ越したい 特に考えていない 無回答

③ 今後も茅野市に住み続けたいか 

 「今後も茅野市に住み続けたいか」については、全体の 45.8％が「住み続けたい」と回答しました。

前回調査と比べると、「将来は市外に引っ越したい」の割合が 6.25％ポイント増加しました。 

 年代別では、40代を除き若い年齢層ほど「住み続けたい」の回答割合が低い傾向があります。 

 10 代、20 代、40 代では、「将来は市外に引っ越したい」が「住み続けたい」を上回る結果となりま

した。 

 

図表 40 今後茅野市に住み続ける意向について（前回調査との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 41 今後茅野市に住み続ける意向について（性別・年代別） 
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43.0%

46.3%

36.5%

57.9%

43.8%

57.1%

47.4%

33.3%

0.0%

1.5%

1.2%

1.9%

10.5%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

1.5%

2.4%

0.0%

0.0%

0.0%

3.6%

0.0%

0.0%

0.0%

11.1%

7.3%

17.3%

15.8%

21.9%

3.6%

5.3%

14.3%

0.0%

13.3%

14.6%

11.5%

0.0%

12.5%

3.6%

15.8%

14.3%

50.0%

11.9%

13.4%

9.6%

0.0%

18.8%

10.7%

15.8%

19.0%

0.0%

0.7%

1.2%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

7.1%

3.0%

2.4%

3.8%

5.3%

0.0%

0.0%

10.5%

4.8%

0.0%

10.4%

9.8%

11.5%

5.3%

0.0%

14.3%

5.3%

9.5%

42.9%

3.7%

1.2%

7.7%

5.3%

3.1%

7.1%

0.0%

4.8%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全体(n=135)

男性(n=82)

女性(n=52)

２０代(n=19)

３０代(n=32)

４０代(n=28)

５０代(n=19)

６０代(n=21)

７０代以上(n=14)

全
体

性
別

年
代

仕事の都合（就職、転勤、転職、退職など） あなたの学校の都合（進学、通学など）

子供の学校の都合（進学、通学など） 結婚による

家庭の都合（育児、親の介護など） 住宅の都合（広さ、設備、家賃、持ち家の取得、親や子どもとの同居など）

自然環境のよいところに住みたかった 茅野市外に住みたかった

その他 無回答

（３） 茅野市からの転出者向けアンケート結果の概要 

 

① 転出の理由 

 「転居の理由」について、全体では「仕事の都合」が 43.0％と最も高く、次いで「家庭の都合」が

13.3％となっています。 

 年代別では、60 代までは「仕事の都合」が最も高く、70 代以上では「家庭の都合」、「その他」が

それぞれ 50.0％、42.9％となっています。 

 30代では「結婚による」が 21.9％を占めています。また、50代・60代では、「住宅の都合」がそれ

ぞれ 15.8％、19.0％を占めるほか、「家庭の都合」もそれぞれ 15.8％、14.3％を占めています。 

 

図表 42 転出の理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査時期 令和元年（2019 年）7月 

調査対象 

平成 30 年（2018 年）１月～12 月の間に、茅野市から転出された世帯

の世帯主から無作為抽出 

配布数 500通（郵送配布・郵送回収） 

回答者数 135 人（回収率 27.0％） 
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60.7%

43.0%

29.6%

22.2%

21.5%

20.0%

17.0%

16.3%

11.1%

10.4%

8.1%

7.4%

5.2%

4.4%

1.5%

60.3%

33.3%

27.8%

27.0%

15.1%

12.7%

10.3%

15.1%

7.9%

14.3%

7.9%

7.1%

8.7%

9.5%

4.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

緑が多く自然に恵まれている

買い物など日常生活の便がよい

治安が良い

住宅の広さ、土地又は住宅の価格、家賃等

の住宅事情が良い

自然災害が少ない

通勤、通学等における交通の便がよい

文化施設が整っている

病院等の医療機関が充実している

親、子ども等の家が近い

子どもを産み育てる環境が整っている

道路、下水道等の都市基盤が整っている

福祉施設又は福祉サービスが充実している

教育環境が整っている

その他

特にない

今回[2019年](n=135)

前回[2015年](n=126)

75.4%

69.0%

10.8%

14.3%

2.3%

11.9%

11.5%

4.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

今回[2019年](n=135)

前回[2015年](n=126)

住みやすかった 住みにくかった よくわからない 無回答

② 茅野市の「住みやすかった」理由・「住みにくかった」理由 

 「茅野市が住みやすかったか」については、「住みやすかった」が前回調査よりも 6.4％ポイント増加

し、75.4％となりました。また、「住みにくかった」は 3.5％ポイント減少し、10.8％となりました。 

 さらに、「茅野市が住みやすかった理由」については、「緑が多く自然に恵まれている」が 60.7％と最

も高く、次いで「買い物等日常生活の便がよい」が 43.0％、「治安がよい」が 29.6％となりました。 

 一方、「茅野市が住みにくかった理由」としては、「冬季の気温・積雪」が 35.6％と最も高く、次いで

「通勤、通学等における交通の便が悪い」が 25.9％、「買い物等日常生活の便が悪い」が

22.2％となりました。 

 

図表 43 茅野市は住みやすかったかどうか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 44 茅野市が住みやすかった理由 
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35.6%

25.9%

22.2%

9.6%

8.1%

6.7%

5.2%

4.4%

3.7%

3.0%

3.0%

1.5%

0.7%

1.5%

7.4%

17.8%

28.6%

29.4%

6.3%

7.1%

11.1%

3.2%

4.8%

4.8%

4.8%

1.6%

0.0%

4.0%

2.4%

17.5%

13.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

冬季の気温・積雪

通勤、通学等における交通の便が悪い

買い物など日常生活の便が悪い

道路、下水道等の都市基盤が整っていない

病院等の医療機関が充実していない

住宅の広さ、土地又は住宅の価格、家賃等の住宅事情…

親、子ども等の家が遠い

文化施設が整っていない

自然災害が多い

教育環境が整っていない

福祉施設又は福祉サービスが充実していない

緑が少なく自然が少ない

子どもを産み育てる環境が整っていない

治安が悪い

その他

特にない

今回[2019年](n=135)

前回[2015年](n=126)

（注）「冬季の気温・積雪」は、前回調査では回答項目として設けていなかったため、回答割合が0％となっている。

57.8%

57.3%

59.6%

47.4%

65.6%

64.3%

47.4%

52.4%

64.3%

14.1%

12.2%

17.3%

15.8%

12.5%

21.4%

21.1%

9.5%

0.0%

25.9%

26.8%

23.1%

36.8%

18.8%

14.3%

31.6%

28.6%

35.7%

2.2%

3.7%

0.0%

0.0%

3.1%

0.0%

0.0%

9.5%

0.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

全体(n=135)

男性(n=82)

女性(n=52)

２０代(n=19)

３０代(n=32)

４０代(n=28)

５０代(n=19)

６０代(n=21)

７０代以上(n=14)

全
体

性
別

年
代

住みたいと思う 住みたいと思わない わからない 無回答

図表 45 茅野市が住みにくかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 機会があれば、また茅野市に住みたいと思うか 

 「機会があれば、また茅野市に住みたいと思うか」について、全体の 57.8％が「住みたいと思う」と回

答しました。 

 年代別にみると、30 代、40 代、70 代は「住みたいと思う」がいずれも 6 割超と高い一方で、20

代、50 代は 50％以下と比較的低い結果となっています。 

 

図表 46 機会があれば、また茅野市に住みたいか（性別・年代別） 
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9.2%

11.4%

6.8%

7.4%

11.5%

14.1%

27.5%

37.1%

22.0%

38.9%

32.8%

35.9%

19.2%

9.8%

23.7%

9.3%

14.8%

10.3%

44.2%

41.7%

47.5%

44.4%

41.0%

39.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

今回[2019年](n=120)

前回[2015年](n=132)

今回[2019年](n=59)

前回[2015年](n=54)

今回[2019年](n=61)

前回[2015年](n=78)

全
体

男
子

女
子

ずっと住みたい 一度は県外へ出ても、将来的に茅野市へ戻って住みたい 住みたくない わからない

（４） 茅野市在住 15歳～18 歳向けアンケート結果の概要 

 

① 将来、茅野市で居住することに対する意向 

 「将来、茅野市に住みたいか」については、「分からない」が44.2％と最も高く、次いで「一度は県外

へ出ても、将来的に茅野市に戻って住みたい」が 27.5％となりました。年齢的に、まだ将来のことを

決めかねているものとみられます。なお、「ずっと住みたい」は 9.2％にとどまる結果となりました。 

 前回調査と比較してみると、「一度は県外へ出ても、将来的に茅野市へ戻って住みたい」が 9.6 ポ

イント減少した一方、「住みたくない」が 9.4 ポイント増加し 19.2％となる等、茅野市で居住するこ

とに後ろ向きな回答が増加した結果となりました。この傾向は、女子に比べ男子で顕著となっていま

す。 

 

図表 47 将来、茅野市に住みたいかどうか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査時期 令和元年（2019 年）7月 

調査対象 
茅野在住の 15歳～18歳の方から無作為抽出 

配布数 500通（郵送配布・郵送回収） 

回答者数 120 人（回収率 24.0％） 
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68.2%

50.0%

40.9%

22.7%

18.2%

13.6%

11.4%

6.8%

4.5%

0.0%

0.0%

2.3%

65.6%

46.9%

51.6%

18.8%

23.4%

10.9%

10.9%

17.2%

9.4%

3.1%

0.0%

1.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

茅野市での生活に慣れているから

（自分の意思で）両親や祖父母の近くで

生活したいから

茅野市の風土が好きだから

友人が多いから

災害や犯罪が少なく安全だから

長男・長女だから

茅野市に貢献したいから

家の心配がないから

志望企業があるから

（親の意思で）地元で生活するように言

われているから

転勤がなさそうだから

その他

今回[2019年](n=44)

前回[2015年](n=64)

52.2%

43.5%

43.5%

43.5%

39.1%

30.4%

8.7%

8.7%

4.3%

13.0%

50.0%

30.0%

80.0%

20.0%

30.0%

60.0%

30.0%

0.0%

0.0%

30.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

都会に興味があるから

街に活気がないから

買い物などが不便だから

良い就職先がないから

魅力あるイベント、遊ぶ場などが少ない

から

通学、通勤が不便だから

親と別々に住みたいから

茅野市の風土が好きではないから

若い世代が少ないから

その他

今回[2019年](n=23)

前回[2015年](n=10)

ア 茅野市に“住みたい”と回答した理由 

 図表 47 で茅野市に「ずっと住みたい」または「一度は県外へ出ても、将来的に茅野市へ戻って住

みたい」と回答した方に、「茅野市に住みたい理由」を尋ねてみると、「茅野市での生活に慣れてい

るから」が 68.2％と最も高く、次いで「（自分の意志で）両親や祖父母の近くで生活したいから」

（50.0％）、「茅野市の風土が好きだから」（40.9％）が高い結果となりました。茅野市での生

活に愛着を持つことが、将来茅野市に住みたいと考える上で重要であるものと考えられます。 

図表 48 茅野市に住みたい理由【図表 47 で「ずっと住みたい」、「一度は県外へ出ても茅野市へ戻って住

みたい」と回答した方を対象】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 茅野市に“住みたくない”と回答した理由 

 図表 47 で茅野市に「住みたくない」と回答した方の、その理由については、「都会に興味があるか

ら」が 52.2％と最も多く、次いで「街に活気がないから」、「買い物等が不便だから」、「良い就職先

がないから」がともに 43.5％となりました。 

図表 49 茅野市に住みたくない理由【図表 47 で「３．住みたくない」と回答した方を】対象 
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男子(n=59) 女子(n=61)

公共交通が充実している 38.3% 39.0% 37.7%

子育ての環境が整っている 13.3% 16.9% 9.8%

設備や家賃など住宅事情が充実している 15.0% 15.3% 14.8%

買い物が便利 25.8% 18.6% 32.8%

娯楽施設がある 25.8% 22.0% 29.5%

趣味やスポーツを楽しめる 20.8% 20.3% 21.3%

自分を活かせる仕事がある 38.3% 40.7% 36.1%

病院等の医療機関が充実している 13.3% 13.6% 13.1%

福祉施設又は福祉サービスが充実している 4.2% 3.4% 4.9%

水道や道路等の生活基盤が整っている 6.7% 5.1% 8.2%

文化・教養施設が充実している 3.3% 6.8% 0.0%

情報通信基盤が整っている 4.2% 1.7% 6.6%

安心・安全な生活ができる（防犯・防災） 20.8% 20.3% 21.3%

希望する収入が得られる 37.5% 42.4% 32.8%

その他 1.7% 1.7% 1.6%

全体(n=120)
性別

② 茅野市への就職を考える条件 

 茅野市への就職を考える条件について男女別にみると、男子は「希望する収入が得られる」が

42.4％と最も高く、次いで「自分を活かせる仕事がある」が 40.7％と高くなっています。 

 女子は、「公共交通が充実している」が 37.7％と高く、次いで「自分を活かせる仕事がある」が

36.1％、「希望する収入が得られる」と「買い物が便利」がともに 32.8％となっています。 

 

図表 50 茅野市への就職を考える条件 
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1.7%

2.6%

23.8%

1.4%

2.8%

1.0%

28.2%

56.7%

57.1%

52.4%

65.6%

78.9%

3.7%

10.7%

64.6%

39.5%

42.9%

19.0%

28.1%

18.3%

88.1%

88.3%

5.5%

1.2%

4.8%

6.3%

1.4%

5.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

今回[2019年](n=181)

前回[2015年](n=342)

今回[2019年](n=7)

前回[2015年](n=21)

今回[2019年](n=64)

前回[2015年](n=218)

今回[2019年](n=109)

前回[2015年](n=103)

全
体

市
内

県
内

市
外

県
外

茅野市内 茅野市外の長野県内 県外等 無回答

【
回
答
者
の
出
身
地
】

（５） 公立諏訪東京理科大学大学生向けアンケート結果の概要 

 

① 就職希望地およびその理由 

ア 就職希望地 

 全体でみた就職希望地は、「県外等」が 64.6％と最も高く、次いで「茅野市外の長野県内」が

28.2％となっています。前回調査と比べて「県外等」の回答割合が大幅に増加（25.1 ポイント

増）していますが、回答者全体に占める県外出身者の割合が増加（30.1％→60.2％）してい

ることも背景にあると考えられます。 

 回答者の出身地別にみると、市内出身者は過半数の 57.1％が「茅野市外の長野県内」と回答

し、「茅野市内」の回答者は 0 人という結果でした。また、県内市外出身者は「茅野市外の長野

県内」が 65.6％と最も高く、県外出身者は 88.1％が「県外等」と回答する等、大学がある茅野

市内への就職希望者は少数にとどまっている状況です。 

 

図表 51 出身地別にみた就職希望地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

調査時期 令和元年（2019 年）7月 

調査対象 
公立諏訪東京理科大学２年生、３年生 

配布数 669通（上記対象へ直接配布） 

回答者数 181 人（回収率 27.1％） 
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茅野市内出身
者(n=7)

茅野市外の長
野県内出身者

(n=64)

長野県外出身
者(n=109)

無回答(n=1)
茅野市内

(n=3)
茅野市外の長
野県内(n=51)

その他
(n=117)

無回答(n=10)

実家があるため 51.4% 14.3% 54.7% 52.3% 0.0% 0.0% 56.9% 54.7% 0.0%

家庭の事情のため 9.9% 0.0% 12.5% 9.2% 0.0% 33.3% 13.7% 8.5% 0.0%

就職を希望する企業等が
あるため

30.9% 0.0% 28.1% 34.9% 0.0% 0.0% 19.6% 35.0% 50.0%

過去に居住していたことが
あるため

7.2% 0.0% 7.8% 7.3% 0.0% 0.0% 5.9% 7.7% 10.0%

仕事以外にその場所でやり
たいことがあるため

8.8% 0.0% 1.6% 13.8% 0.0% 33.3% 0.0% 12.8% 0.0%

通勤、買い物等の日常生
活の便がよいため

32.0% 28.6% 21.9% 37.6% 100.0% 33.3% 29.4% 35.0% 10.0%

自然環境に恵まれているた
め

11.6% 14.3% 15.6% 9.2% 0.0% 66.7% 13.7% 10.3% 0.0%

子育ての環境が整っている
ため

1.1% 0.0% 0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 0.0%

家賃等の住宅事情がよい
ため

5.0% 14.3% 1.6% 6.4% 0.0% 0.0% 3.9% 6.0% 0.0%

彼（彼女）がいるため 2.8% 0.0% 3.1% 2.8% 0.0% 0.0% 5.9% 0.9% 10.0%

あこがれがあるため 9.4% 0.0% 10.9% 9.2% 0.0% 33.3% 5.9% 11.1% 0.0%

自分を活かせる仕事がある
ため

7.7% 0.0% 6.3% 9.2% 0.0% 0.0% 3.9% 8.5% 20.0%

特に理由はない 15.5% 28.6% 18.8% 12.8% 0.0% 33.3% 19.6% 12.0% 30.0%

その他 3.9% 14.3% 3.1% 3.7% 0.0% 0.0% 3.9% 4.3% 0.0%

就職希望地

全体(n=181)

出身地

3.9%

6.1%

35.4%

63.7%

60.2%

30.1%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

今回[2019年](n=181)

前回[2015年](n=342)

茅野市内出身者 茅野市外の県内出身者 県外出身者 無回答

図表 52 （参考）回答者の出身地 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 就職希望地を選んだ理由 

 就職希望地を選んだ理由について、回答者の出身地別にみると、「県内市外出身者」および「県

外出身者」はともに「実家があるため」が最も高く、このほか「就職を希望する企業等があるため」や

「通勤、買い物等の日常生活の便がよいため」も高くなっています。 

 これに対し、茅野市内出身者の就職希望地を選んだ理由をみてみると、「通勤、買い物等の日常

生活の便がよいため」、「特に理由はない」がともに 28.6％と高く、「実家があるため」は 14.3％にと

どまっています。 

 

図表 53 就職希望地を選んだ理由（出身地・就職希望地別） 
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43.1%

37.6%

37.0%

28.2%

23.2%

22.1%

16.6%

8.3%

8.3%

6.6%

6.6%

5.5%

5.0%

5.0%

7.7%

0.0%

40.1%

33.9%

37.1%

35.4%

26.6%

21.1%

20.8%

8.5%

12.9%

4.1%

7.9%

1.5%

8.8%

3.2%

5.8%

2.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

公共交通が充実している

買い物が便利

娯楽施設がある

自分を活かせる仕事がある

希望する収入が得られる

趣味やスポーツを楽しめる

設備や家賃など住宅事情が充実している

水道や道路等の生活基盤が整っている

安心・安全な生活ができる（防犯・防災）

子育ての環境が整っている

情報通信基盤が整っている

福祉施設又は福祉サービスが充実している

病院等の医療機関が充実している

文化・教養施設が充実している

その他

無回答

今回[2019年](n=181)

前回[2015年](n=342)

1.1%

1.5%

18.2%

17.5%

55.8%

52.6%

9.9%

11.4%

14.4%

16.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

今回[2019年](n=181)

前回[2015年](n=342)

そう思う どちらかといえばそう思う どちらともいえない どちらかといえばそう思わない 思わない 無回答

② 茅野市内での就職を考える条件 

 「茅野市内での就職を考える条件」については、「公共交通が充実している」が 43.1％と最も高く、

次いで「買い物が便利」が 37.6％、「娯楽施設がある」が 37.0％と高く、交通の利便性や買い物

環境、娯楽施設の充実に対する要望が強くなっています。 

 

図表 54 茅野市内での就職を考える条件について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 茅野市は働きやすそうなまちだと思うか 

 「茅野市は働きやすそうなまちだと思うか」については、「どちらともいえない」が 55.8％と半数以上が

回答しており、働くことに対する具体的なイメージを持って茅野市をみる機会が乏しく、判断が難し

かったものと考えられます。 

 また、「どちらかといえばそう思わない」と「思わない」を合わせた否定的な意見（24.3％）は、「そう

思う」と「どちらかというとそう思う」を合わせた肯定的な意見（19.3％）を、5％ポイント上回ってい

ます。 

 

図表 55 茅野市は働きやすそうなまちだと思うか 
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62.4%

59.7%

27.1%

14.4%

11.6%

11.0%

10.5%

7.7%

7.7%

6.6%

6.1%

5.5%

4.4%

0.0%

7.7%

0.0%

61.4%

66.7%

20.8%

17.8%

7.3%

16.4%

11.4%

7.6%

10.2%

6.7%

4.4%

8.5%

8.2%

0.6%

7.9%

3.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

通勤、通学等における交通の便が悪い

買い物など日常生活の便が悪い

道路、下水道等の都市基盤が整っていない

文化施設が整っていない

人が親切ではない

病院等の医療機関が充実していない

治安が悪い

家賃等の住宅事情が悪い

教育環境が整っていない

福祉施設又は福祉サービスが充実していない

自然災害が多い

子どもを産み育てる環境が整っていない

特にない

緑が少なく自然が少ない

その他

無回答

今回[2019年](n=181)

前回[2015年](n=342)

④ 茅野市に不足していると思う点 

 「茅野市に不足していると思う点」については、「通学・通勤等における交通の便が悪い」が 62.4％

と最も高く、次いで「買い物等日常生活の便が悪い」が 59.7％であり、これら 2 つの項目が突出し

て高くなっています。 

 

図表 56 茅野市に不足していると思う点 
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（６）【参考】 都市部から地方への移住に関するアンケート調査結果 

全国的にみた、都市部から地方への移住に関する移住者の意向等を把握するため、「田園回帰」に

関する調査研究報告書（平成３０年３月、総務省 地域力創造グループ 過疎対策室）」における

アンケート調査結果より、以下のとおり整理します。 

 

〇 参考資料名 ：「田園回帰」に関する調査研究報告書（平成３０年３月、総務省 地域力創

造グループ 過疎対策室） 

〇 参考箇所 ：第２章 過疎地域への移住者に対するアンケート調査 

 

 地域の魅力や農山漁村地域への関心が移住に影響したと回答した人の移住理由について、UIJ

ターン別でみると、いずれも「気候や自然環境に恵まれたところで暮らしたいと思ったから」の回答割

合が上位となっています。 

 J ターン者は上記に次いで「ふるさとではないが、なじみのある地域で暮らしたいから」の回答割合が

高くなっています。 

 

図表 57 移住の理由（UIJ ターン別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料）田園回帰」に関する調査研究報告書（平成３０年３月、総務省 地域力創造グループ 過疎対策室） 

第２章 過疎地域への移住者に対するアンケート調査 
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 地域の魅力や農山漁村地域への関心が移住に影響したと回答した人が移住する際に最も重視し

た条件について、年齢別でみると、50 代までは「生活が維持できる仕事（収入）があること」が最

も高い割合となっています。また、いずれの年代も、住まいに関する回答が上位となっています。生活

を維持するための仕事や住まいについて重視されていることが伺えます。 

 このほか、10・20代、30代では、子育て環境、生活サービスの充実も回答の上位となっています。

また、40 代、50 代では、医療・福祉環境の充実や、災害の少なさが重視されていることが伺えま

す。 

 

図表 58 移住する際に最も重視した条件（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（資料）田園回帰」に関する調査研究報告書（平成３０年３月、総務省 地域力創造グループ 過疎対策室） 

第２章 過疎地域への移住者に対するアンケート調査 

住まい 
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６ 人口減少対策に取り組む基本的視点 

（１） 人口減少問題に取り組むための基本的視点の設定 

これまでみてきたように、人口減少は、税収の減少や医療費の増加のほか、地域活動の担い手不足、

商業環境の悪化による生活利便性の低下、生産年齢人口の減少による人手不足や後継者不足等、

直接的、間接的なものも含め、様々な影響を社会に与えます。 

こうした影響を排除、あるいは軽減するためには、人口減少対策を通じた持続可能な茅野市のまち

づくりを継続的に進めることが必要であるとの考え方に立ち、人口減少問題に取り組むための基本的な

視点を、第１次茅野市地域創生総合戦略から以下のとおり継承します。 

 

 

（２） 第 2 次茅野市地域創生総合戦略策定の方向性 

第2次茅野市地域創生総合戦略策定においては、上記の基本的視点に加え、これまでみてきた茅

野市の現状や、茅野市地域創生総合戦略有識者会議における議論を踏まえ、以下の考え方に基づ

き、地方創生の更なる充実、強化に臨むこととします。 

 

① 「しごと」と「ひと」の好循環 

第 1 次茅野市地域創生総合戦略では、安定した雇用・収入を得ることが出産・子育てにつながり、

また魅力的な雇用機会が人を呼び込むという考え方から、特に「しごとをつくる」ことに力を注いできました。  

具体的には、地方創生関係交付金を活用し、JR茅野駅前ベルビア 2階へのコワーキングスペースの

開設や、公立諏訪東京理科大との産学公連携事業の推進等を実施しました。こうした「しごとをつくる」

取組は、一朝一夕に成果が出るものではなく、長期的な視点に立った息の長い取り組みが必要になる

～人口減少問題に取り組むための5 つの基本的視点～ 

 １ 安定的な経済基盤となる魅力あるしごとをつくる  

 

 ２ 茅野市の魅力を発信し、多くの人から選ばれるまちをつくる  

 

 ３ 四季を通じて様々な人が集う楽しいまちをつくる  

 

 ４ 子どもを産み・育てる若い世代を応援する  

 

 ５ 暮らしを支える“ひと”と“ひと”とをつなぐ安全・安心な地域をつくる  
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ため、今後も「しごとをつくる」取組を継続していきます。 

しかしながら、茅野市の人口減少の克服、すなわち茅野市で住み続ける、あるいは茅野市へ移り住

む人を増やすには、「しごとをつくる」だけでなく、妊娠、出産、子育てがしやすいことはもちろん、住環境を

整え、向上させることが不可欠です。 

「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼び込み「まち」が活性化する持続可能なまちづくりの仕

組みを作るために、次の段階として「ひとをよびこむ」取組が重要になります。 

 

② 関係人口・交流人口の増加 

生産年齢人口の減少は全国的な傾向です。このため、市として引き続き自然減（出生＜死亡）に

歯止めをかける取組は継続するものの、市単独では抜本的な解決に限界があります。 

一方、社会増（転入＞転出）を目指すべく、生産年齢人口の減少に歯止めをかけ、まちの活力を

維持・向上させるためには、まずは茅野市に住む方々が今後も茅野市に住み続けたいと思えるまちづくり

が不可欠です。特に、茅野市に生まれた若者が、夢を持てるまち・住み続けたいと思えるまちにしていくこ

とが重要です。 

その上で、茅野市の魅力を効果的にＰＲすることにより、将来的な社会増につながる観光客等の

「交流人口」や、移住・定住の“一歩手前”にいる茅野市が好きで頻繁に訪れてくれる人、二地域居住

者等のいわゆる「関係人口」を増加させる必要があります。 

 

③ 広域連携による実効性の高い施策展開の検討 

人口減少に立ち向かうべく全国の自治体で地方創生が進められる中、茅野市単独の施策のみで大

きな成果をあげることは困難です。同一経済圏の諏訪 6 市町村と連携し、互いの強みを生かし合いな

がら、地域全体としての魅力を高めていくことは、地方創生の実効性を高めるために欠かせない視点です。 

観光においては、広域的なプロモーションや、地域ならではの観光資源を活かした旅行商品の造成に

より、集客の可能性が大きく高まることが予想されます。 

また、工業においては、県内唯一の工科系の 4 年生大学である公立諏訪東京理科大学を中心とし

た産学公連携の取組等、スケールメリットを生かした広域連携事業等の実施を模索する必要があります。 

 

④ 公民協働による地方創生の推進 

市の魅力を発信し、市外から多くの人を呼び込むことは、行政の力だけでは実現できません。市民が

地域を知り、愛着を持ち、自らが発信者となることで、より説得力と訴求力のあるＰＲが可能になります。

地方創生の推進には、行政と市民が危機意識を共有し、それぞれの立場でできることや、やるべきことを

考え、人口減少によって懸念されるさまざまな問題に対し、公民協働で取組んでいく必要があります。 

 

⑤ 長期的な視点に立った新たな挑戦の必要性 

今後ますます人口減少、少子高齢化が進展する一方、地域の課題は多様化しています。こうしたさ
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まざまな課題に立ち向かうためには、社会や経済の変化をつぶさに捉え、AI や IoT 等の革新的な先端

技術を活用する等、これまでにない思い切った事業展開が必要です。 

茅野市が将来にわたって選ばれる、持続可能なまちであるために、10 年後、20 年後を見据え、長

期的な視点に立ち、今できることを今からはじめる必要があります。 
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年少人口割合（右目盛り） 生産年齢人口割合（右目盛り） 老年人口割合（右目盛り）

推計値

（資料）S50(1975)～H27(2015)：総務省統計局「国勢調査」

R2(2020)～R42(2060)：茅野市にて推計

（注） H12(2000)～H27(2015)は年齢不詳人口がある。このうちH22(2010)及びH27(2015)については、 年齢不詳人口を年齢３区分にそれぞれ按分してある。

７ 茅野市の人口の将来展望 

以上を踏まえ、茅野市では、出生率の向上や転入者数の増加、また、これらにつながるさまざまな人

口減少対策に取り組んでいきます。 

第 2 次茅野市地域創生総合戦略において目指す、茅野市の「将来展望推計」を改めて「将来手

望人口」に置き換え、以下に示します。（「３ 茅野市の人口推計」で示した茅野市の将来展望推計

の再掲） 

そして、茅野市人口ビジョンの将来展望人口として、「令和 22 年（2040 年）の茅野市人口：５

万 1千人以上、令和 42年（2060 年）の茅野市人口：４万 6千人以上」と設定します。 

 

 

 

図表 59 茅野市の将来展望推計（図表 20 の再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【茅野市人口ビジョン 将来展望人口】 

令和22年（2040年）の茅野市人口：５万 1千人以上 

令和 42年（2060年）の茅野市人口：４万 6千人以上 
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